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商 工 文 教 委 員 会 会 議 記 録 

 

 

                       商工文教委員会委員長 髙橋 但馬 

 

１ 日時 

  平成28年３月３日（木曜日） 

  午前10時３分開会、午後４時９分散会 

  （うち休憩 午前11時59分～午後１時２分、午後３時７分～午後３時７分、 

午後３時７分～午後３時21分） 

２ 場所 

  第３委員会室 

３ 出席委員 

  髙橋但馬委員長、ハクセル美穂子副委員長、名須川晋委員、千葉進委員、千葉伝委員、 

樋下正信委員、工藤誠委員、斉藤信委員、小西和子委員 

４ 欠席委員 

  なし 

５ 事務局職員 

  田内担当書記、熊谷担当書記、岩渕併任書記、吉田併任書記 

６ 説明のために出席した者 

 (１) 労働委員会事務局 

    齋藤労働委員会事務局長、花山参事兼審査調査課総括課長 

 (２) 商工労働観光部 

    菅原商工労働観光部長、菊池副部長兼商工企画室長、高橋雇用対策・労働室長、 

    鈴木商工企画室企画課長、高橋経営支援課総括課長、 

    高橋ものづくり自動車産業振興課総括課長、瀬川自動車産業振興課長、 

    押切産業経済交流課総括課長、平井観光課総括課長、 

    飛鳥川企業立地推進課総括課長、高橋特命参事兼雇用対策課長、工藤労働課長 

 (３) 教育委員会 

    高橋教育長、川上教育次長兼学校教育室長、田村教育次長兼教育企画室長、 

    菊池教育企画室特命参事兼企画課長、滝山予算財務課長、宮澤学校施設課長、 

    石田学校企画課長、小野寺首席指導主事兼学力・復興教育課長、 

    藤岡首席指導主事兼義務教育課長、岩井首席指導主事兼高校教育課長、 

    木村高校改革課長、民部田首席指導主事兼特別支援教育課長、 

    大林首席指導主事兼生徒指導課長、松下生涯学習文化課総括課長、斎藤文化財課長、 

    八木首席指導主事兼スポーツ健康課総括課長、今野教職員課総括課長、 
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    佐藤首席経営指導主事兼小中学校人事課長、山形特命参事兼県立学校人事課長 

 (４) 総務部 

    佐藤副部長兼総務室長、藤澤総務室管理課長、佐藤法務学事課総括課長、 

千葉私学・情報公開課長 

７ 一般傍聴者 

  ２名 

８ 会議に付した事件 

 （１）労働委員会関係審査 

   （議  案） 

    ア 議案第84号 平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号） 

 （２）商工労働観光部関係審査 

   （議  案） 

    ア 議案第84号 平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号） 

    イ 議案第90号 平成27年度岩手県中小企業振興資金特別会計補正予算（第２号） 

 （３）教育委員会関係審査 

   （議  案） 

    ア 議案第84号 平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号） 

 （４）総務部関係審査 

   （議  案） 

    ア 議案第84号 平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号） 

９ 議事の内容 

○髙橋但馬委員長 ただいまから商工文教委員会を開会いたします。 

 これより本日の会議を開きます。本日はお手元に配付いたしております日程により会議

を行います。 

 初めに、労働委員会関係の議案の審査を行います。 

 議案第84号平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号）、第１条第２項第１表歳入歳出

予算補正中、歳出第５款労働費のうち労働委員会関係を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○花山参事兼審査調整課総括課長 労働委員会関係の補正予算につきまして御説明申し

上げます。便宜、お手元の予算に関する説明書により御説明申し上げますので、説明書の

130ページをお開き願います。 

 第５款労働費、第３項労働委員会費のうち、１目委員会費25万3,000円の減額は、委員会

運営に要する経費の減を補正するものであります。 

 ２目事務局費25万円の増額は、事務局の管理運営に要する経費の増を補正するものであ

ります。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審議くださるようお願い申し上げます。 
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○髙橋但馬委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 質疑なしと認め、質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 以上をもって労働委員会関係の議案の審査を終わります。 

 この際、何かありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 なければ、これをもって労働委員会関係の審査を終わります。労働委

員会の皆様は、退席されて結構です。御苦労さまでした。 

 次に、商工労働観光部関係の議案の審査を行います。議案第84号平成27年度岩手県一般

会計補正予算（第５号）第１条第２項第１表歳入歳出予算補正中、歳出第５款労働費のう

ち商工労働観光部関係、第７款商工費及び第11款災害復旧費、第４項商工労働観光施設災

害復旧費、第２条第２表繰越明許費補正中、第５款労働費、第７款商工費及び第11款災害

復旧費、第４項商工労働観光施設災害復旧費、第３条第３表債務負担行為補正中、２変更

中１並びに議案第90号平成27年度岩手県中小企業振興資金特別会計補正予算（第２号）、以

上２件の予算議案を一括議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○菊池副部長兼商工企画室長 議案第84号平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号）

のうち、商工労働観光部関係の予算について御説明申し上げます。議案（その４）の７ペ

ージをお開き願います。 

 ５款労働費34億4,063万3,000円の減額のうち、３項労働委員会費を除いた34億4,063万円

の減額、７款商工費の100億5,682万9,000円の減額。 

 次に、９ページに参りまして、11款災害復旧費、４項商工労働観光施設災害復旧費の37

億1,473万6,000円の減額、以上合計で172億1,219万5,000円を減額しようとするものでござ

います。 

 補正予算の内容につきましては、お手元の予算に関する説明書により御説明申し上げま

す。以下、金額の読み上げにつきましては省略させていただきますので、御了承願います。 

 それでは、126ページをお開き願います。５款労働費、１項労政費、１目労政総務費の管

理運営費は、緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用した事業のうち、平成26年度で終了し
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た企業支援型地域雇用創造事業等について、確定した不要額を国に返還する必要があるこ

と等から増額しようとするものでございます。 

 ２目労働教育費の各種労働講座開設費は、労働環境の整備を図るために実施した人権啓

発支援セミナー開催経費について、事業内容の確定に伴い減額しようとするものでござい

ます。 

 127ページに参りまして、４目雇用促進費は、上から五つ目の緊急雇用創出事業費補助で

ございます。市町村が行う緊急雇用創出事業について補助するものであり、事業計画の変

更など、市町村からの報告に基づき減額しようとするものでございます。次の事業復興型

雇用創出事業費補助は、産業政策と一体となって雇用を行った事業者に対する今年度助成

額の精査に伴い減額しようとするものでございます。12節役務費の横の欄のプロフェッシ

ョナル人材還流促進事業費でございます。国の補正予算による地方創生加速化交付金を活

用した新規事業であり、プロフェッショナル人材戦略拠点を設置運営するとともに、プロ

フェッショナル人材受け入れに係るあっせん手数料を補助しようとするものでございます。 

 一番下の緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金は、過年度に実施した緊急雇用創出事業

に係る事業費の返還金を基金に積み戻そうとするものでございます。なお、この返還金の

中には、今般のＤＩＯジャパン及び大雪りばぁねっと両事案に係る返還金が含まれており

ます。 

 128ページに参ります。２項職業訓練費、１目職業訓練総務費の上から二つ目の認定職業

訓練運営費補助は、補助対象訓練生の増減及び建設、介護に係る訓練に対する国庫補助金

の増額交付等に伴い増額しようとするものでございます。２目職業訓練校費の下から２番

目の就職支援能力開発費は、離職者等の再就職を促進するための職業訓練の額でありまし

て、事業費の確定に伴い減額しようとするものでございます。 

 次に、飛びまして、154ページをお願いいたします。７款商工費でございます。１項商工

業費、１目商工業総務費の一番上の管理運営費は、地方自治法派遣職員に係る給与費等負

担金や中小企業等復旧復興支援事業費補助、いわゆるグループ補助に係る補助金の国庫返

還金などを増額しようとするものでございます。下から二つ目の地域産業重点強化加速支

援事業費は、国の補正予算による交付金を活用した新規事業であり、技術革新による生産

性の向上を図るため、高度技術人材を育成するとともに必要な設備投資に要する経費を補

助しようとするものでございます。 

 ２目の中小企業振興費の上から二つ目の商工観光振興資金貸付金は、設備の改善や事業

の推進などに必要な資金の貸付原資の一部を金融機関等に預託するものであり、ほかの低

利、長期の資金等が活用されていることから減額しようとするものでございます。次の中

小企業経営安定資金貸付金は、経営安定に資するための運転資金や経営改善の取り組みに

必要な資金の貸付原資の一部を金融機関等に預託するものであり、ほかの低利、長期の資

金等が活用されていることから減額させていただくものでございます。 

 155ページに参りまして、表の11節需用費の欄の横でございますが、中小企業東日本大震
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災復興資金貸付金は、被災した中小企業者に対して、事業を再建するために必要な資金に

ついて、貸付原資の一部を金融機関に預託し、融資しようとするものであり、事業者によ

る期限前の一括返済等が多く発生したことにより、減額しようとするものでございます。

その二つ下の地域産業活性化企業設備貸与資金貸付金は、経営の革新に取り組む中小企業

等を支援するため、公益財団法人いわて産業振興センターが行う設備貸与事業に要する事

業原資を貸与するものであり、過年度分の貸付額の精査に伴い減額しようとするものでご

ざいます。下から五つ目の若手経営者等育成事業費補助は、国の補正予算による交付金を

活用した新規事業でございます。若者、女性等の創業や、若手経営者等の経営力向上を支

援しようとするものでございます。次の、いわての県産品魅力拡大事業費も国の補正予算

による交付金を活用した新規事業であり、食産業及び伝統工芸産業における一体的な情報

発信等により、県産品の新商品開発及び販売拡大に取り組むとともに、伝統工芸産業にお

ける担い手育成を推進しようとするものでございます。 

 156ページに参ります。３目企業立地対策費の上から二つ目の企業立地促進資金貸付金は、

県内に工場等を新設または増設しようとする企業に対する貸付原資の一部を金融機関に預

託するものであり、年間所要額見込みの精査の結果、減額しようとするものでございます。 

 ４目中小企業経営指導費の中小企業診断指導費は、中小企業高度化資金における診断指

導の実績見込みにより、減額しようとするものでございます。 

 ６目工業技術センター費の地方独立行政法人岩手県工業技術センター運営費交付金は、

センターの職員人件費の実績見込みにより減額しようとするものでございます。 

 158ページに参ります。２項観光費、１目観光総務費の下から五つ目の希望郷いわて観光

推進事業費は、国の補正予算による交付金を活用した新規事業でございます。北海道新幹

線開業や平泉世界遺産登録５周年を契機として、交流人口の拡大や地方創生の加速に向け

て情報発信を行うとともに、県内周遊の促進を図ろうとするものでございます。 

 ２目観光施設費、一つ目の観光施設機能強化事業費でございます。県が整備し老朽化し

た観光施設の設備の修繕等を行うものでございまして、事業実績により減額しようとする

ものでございます。 

 次に202ページをお開き願います。11款災害復旧費、４項商工労働観光施設災害復旧費、

１目商工観光施設災害復旧費の中小企業等復旧・復興支援事業費補助は、国と県が連携し

て補助する、いわゆるグループ補助金につきまして、用地の確保が困難等の理由により新

規申請数が見込みを下回ったことに伴い、減額しようとするものでございます。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。議案（その４）に戻っていただきまし

て、11ページをお開き願います。第２表繰越明許費補正の追加の表でございまして、当部

の関係部分は、13ページの５款労働費の39億1,754万4,000円、そして16ページに参りまし

て、７款商工費の３億8,845万1,000円、さらに21ページに参りまして、11款災害復旧費が

掲載されておりまして、次の22ページ、４項商工労働観光施設災害復旧費の91億9,118万

7,000円、以上を合計いたしました134億9,718万2,000円を翌年度に繰り越しを行おうとす
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るものでございます。これらの事業は、計画調整に不測の日数を要したことなどにより、

年度内完了が困難になったことによるものでございます。 

 次に、債務負担行為について御説明申し上げます。23ページをお開き願います。第３表

債務負担行為補正の１追加の表でございますが、その次の24ページをお開きいただきまし

て、２変更の表中、当部の所管は、事項欄１、岩手県信用保証協会が行う中小企業成長応

援資金についての信用保証契約の履行に伴う損失補償の１件でございます。これは、中小

企業成長応援資金に係る融資枠の拡大に伴いまして、限度額を増額しようとするものであ

ります。以上で一般会計補正予算５号の説明を終わらせていただきます。 

 次に、特別会計について御説明申し上げます。44ページをお開き願います。 

 議案第90号平成27年度岩手県中小企業振興資金特別会計補正予算（第２号）でございま

す。第１条のとおり、歳入歳出予算の総額からそれぞれ17億5,804万7,000円を減額し、総

額を27億3,904万7,000円とするものでございます。 

 45ページに参りまして、歳入でございます。主なものは、１款繰入金、１項一般会計繰

入金は貸付原資等である一般会計繰入金を減額しようとするものでございます。 

 ３款諸収入、１項貸付金元利収入は、中小企業高度化資金の貸付償還見込額の増等に伴

い増額しようとするものでございます。 

 ４款県債、１項県債は、中小企業高度化資金の貸付原資の一部である独立行政法人中小

企業基盤整備機構からの借入額を減額しようとするものでございます。 

 46ページに参ります。歳出でございます。主なものは、１款小規模企業者等設備導入資

金貸付費、１項貸付費は、公益財団法人いわて産業振興センターの小規模事業者に対する

無利子貸付に係る年間所要見込額の減額等に伴い減額しようとするものでございます。 

 以上、商工労働観光部関係の補正予算について御説明申し上げました。御審議のほどよ

ろしくお願い申し上げます。 

○髙橋但馬委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○斉藤信委員 かなりの量の補正予算案になりましたが、幾つかお聞きします。 

 今の説明書の127ページ、事業復興型雇用創出事業費補助が33億9,100万円余の減額補正

であります。大幅な減額になった理由は何か。今までの実績はどうなっているか示してく

ださい。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 事業復興型の減額の理由でございますが、主な理由とい

たしまして、今年度から、申請可能な事業所が沿岸12市町村に所在する事業所に限られた

こと、また一部の例外を除きまして、平成26年度までに引き受けた事業所には支給しない

こととされたこと、また支給対象となる労働者が最初の支給対象の雇い入れから１年以内

に雇われた労働者に限られたことなど、そういった要因がございまして、大幅に減少した

というものでございます。 

 これまでの実績でございますが、平成23年度からこの制度が始まっておりますけれども、

23年度から26年度までの合計で１万7,641人に対して助成を行っています。 
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○斉藤信委員 せっかくのこういう事業復興型の雇用政策が、このようにどんどん条件が

厳しくなって使われない。これは、極めて残念なこと。私は、本当にこの条件緩和を引き

続き求めていく必要があると思います。いわゆる事業の再建というのは、まさにこれから

が正念場なのですね。そういう意味でいけば、今まで使えるものがどんどん使いにくくな

っているというのは、大変問題があると思います。 

 次に、プロフェッショナル人材還流促進事業費というのが新規で、国の補正対応で出ま

した。127ページの説明書のプロフェッショナル人材戦略拠点運営費、これが減額になって、

そして新規でプロフェッショナル人材還流促進事業費が計上されているわけですけれども、

このプロフェッショナル人材戦略拠点運営費と、今度の新規のプロフェッショナル人材還

流促進事業費というのはどのように関連するのか、そのことを示してください。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 プロフェッショナル人材戦略拠点運営費は、昨年12月に

拠点を設置したものでございまして、国の事業でございますが、殊にいわて産業振興セン

ターに委託という形で行っているものでございます。そこにはマネジャーでありますとか

サブマネジャー等を配置して、企業のプロフェッショナルの県外から県内への参入を図る

というものでございます。 

 今般設置いたしましたプロフェッショナル人材還流促進事業費も、基本的には同じよう

な事業でございますが、ことしも来年度も引き続き運営しようというもので、さらに、今

言った中核人材事業に係る補助金等で取り組むものでございます。減額になったのは、補

助金が今年度減額になったものでございます。 

○斉藤信委員 例えばプロフェッショナル人材還流促進事業費というのは、補助先は中小

企業等となっていますね。実際にどういう人材をどういう中小企業に派遣するのか。今現

在、具体的にどのように取り組まれているのでしょうか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 現在行っている補助金は、３カ月間、県外からそういっ

た一定のプロフェッショナルの資格というか能力を持った方を３カ月間お試しということ

で雇った場合に、その経費の一部を助成するというものでございます。そういった中で、

今取り組んでいるところでございます。 

○斉藤信委員 プロフェッショナル人材を、たった３カ月採用するという、こういう効果

的なものは今まであったのですか。具体的にプロフェッショナル人材というのはどういう

人を想定しているのか。３カ月試しで採用するという話ですが、それで本当に効果が上が

るものなのかどうか。少しわかりやすくイメージを示してくれますか。 

○高橋特命参事兼雇用対策課長 具体的な要件としましては、企業が求める経験でありま

すとかスキルを10年以上有する方というのを一つの目安にして、プロフェッショナルとい

うことでやっております。お試し雇用といいますか、正式採用前の補助ということで、な

かなか企業側が難しい面があるというのは事実でございます。 

○斉藤信委員 12月に設置されて、そしてさらにまた予算もついているわけですが、現段

階で、どういう検討をされていますか。これは年度内に何か動けるのですか。 
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○高橋特命参事兼雇用対策課長 実績としましては、今年度は１件の活用がございます。

なお、委員御指摘のとおり、使われにくい面があるということでございますので、その点

につきましては、28年度事業をやるに当たっては、必要な見直し、改善等を図って利用の

拡大を図っていきたいと思っていますし、12月からプロフェッショナル拠点を設けました

ので、今度はそこに配置しておりますマネジャーの活用と連携しまして、活用の促進を図

っていきたいと考えております。 

○斉藤信委員 国のメニューが出たから予算化したということでしょうけれども、今特に

沿岸被災地は販路が断たれ、そして従業員が確保できず、なかなか大変な局面にあるのだ

と思うのです。本当に必要な支援がかみ合うように、これは求めておきたいと思います。 

 155ページに行きますけれども、半導体関連産業創出推進事業費が96万円の減額になって

いますが、半導体関連で私がお聞きしたいのは、岩手東芝です。東芝の粉飾決算で、岩手

東芝と大分の工場が統合になると、こういう形で、撤退ということではないのですけれど

も、岩手東芝の場合は、今、四日市工場に約900人が出向で行っているのです。そうすると、

今度新しい会社ができることになれば、この900人の方々は戻る条件がなくなってしまうの

ではないか。 

 私はこの間、北上市に行って、ハローワークでお話を聞いてきましたけれども、岩手東

芝が今度の合併というか統合というか、そういう形で、どういう位置づけになるのか。そ

して岩手東芝の従業員は、1,700人ぐらいですか。こういう方々の雇用、またはリストラと

いうのが出てくるのかどうか、そのことを示してください。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 今般の東芝の構造改革に伴いまして、東芝の大分工場

というのは、東芝本体の工場ということでございます。一方、岩手東芝エレクトロニクス

は東芝の子会社という、そういう位置づけでございます。その本社のほうの位置づけにあ

ります大分工場を一部分社化いたしまして、報道等にも御案内のとおり、その一部1,100

名程度をソニーのほうに移管していく。そして、残った一部を岩手東芝のほうに吸収して、

そして新会社を設立して一体的に運営をしていこうというのがこの合併の部分でございま

す。 

 東芝のほうでは、そういった発表をしておりますけれども、具体的に岩手東芝エレクト

ロニクスがどうだというようなところまでは発表しておりませんので、まだ私どものほう

では、その影響というのはちょっと見込めないところではございますけれども、現在、岩

手東芝エレクトロニクスは1,700人の正社員を抱えた中で、およそ900名程度が四日市工場

を含む関係会社等に出向という形で、北上市以外のところで勤務している、そういった状

況でございます。そして、その大部分につきましては、四日市工場のフラッシュメモリを

つくるということで、700名程度いるわけですけれども、これは見込みということでまだ詳

細ではございませんが、その方たちも今回の構造改革の中で、一旦転籍した形でフラッシ

ュメモリに特化するのではないかと考えています。 

 また我々のほうでも、今、北上市のほうに新工場の建設をずっと働きかけてきておりま
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すので、それが実現した際には、即戦力として四日市工場に行った経緯がございますので、

そこに戻ってくる、そういった要請を東芝のほうに働きかけているという状況でございま

す。 

○斉藤信委員 大もとは、東芝の粉飾決算なのです。旧経営陣のこういう失態、失敗によ

って、かかわる労働者に犠牲が転嫁されてはならないと私は思います。今の話で、四日市

工場を中心に行っている大体900人の方々は、行く行くはやっぱり戻るという希望を持って

働いている方々なのですね。しかし、今回の統合劇になると、今言われたように、恐らく

四日市工場に転籍という形で働き続けるということになると思うのですが、岩手東芝とし

て、統合した新しい会社として、リストラの計画はあるのかないのか、これが一つ。 

 もう一つは、ＮＡＮＤ型フラッシュメモリというのが四日市工場の主力であり、聞きま

すと、これからはこれで勝負していかなくてはならないと、そこに岩手における新たな進

出の可能性もあるのではないかと聞いています。そういう新しい工場を誘致すれば、900

人近い方々が岩手で働く条件もできるわけですから、その点はぜひ強力に、県としても推

し進める必要があるのではないかと私は思いますが、この２点お聞きします。 

○飛鳥川企業立地推進課総括課長 岩手東芝のリストラというお話でございましたけれ

ども、先ほども御答弁させていただきましたが、岩手東芝そのものについての計画という

のは我々も承知していないところでございます。ただ、一方、岩手東芝を含む半導体部門

の部分でございますけれども、それにつきましては、東芝のほうで公表している部分では、

国内で2,800名程度を配置がえであったり、そして早期退職勧奨を行っていくというような

ところについて、計画として出されているところでございます。 

 そして、２点目のＮＡＮＤ型のフラッシュメモリにつきましては、現在これまでパソコ

ン等についてはハードメモリということで、かなりパソコン本体にメモリを持っていたわ

けですけれども、今はクラウド型ということで、どんどんデータセンター等に集めてやる

状況でございます。そういった分野について、かなりこのフラッシュメモリが今後可能性

を秘めていくこと、そして御承知のとおり、スマホの部分については、全てこのフラッシ

ュメモリが入っているということで、今後フラッシュメモリというのはこの業界の中で伸

びていくと分析されております。県といたしますと、これまでも、もう既に平成20年のと

きに東芝の北上工場の決定ということで、その時期がずれ込んでいるというような認識で

ございますので、引き続き強く東芝のほうに働きかけて、北上市に新工場の建設を実現さ

せるよう取り組みたいと考えております。 

○斉藤信委員 次に、新規事業で説明された若手経営者等育成事業費、そしていわての県

産品魅力拡大事業費、これは国の補正対応で、事実上来年度の事業になるのかもしれませ

んが、具体的にどういう形で岩手県としては取り組もうとしているのか、お願いします。 

○高橋経営支援課総括課長 まず、若手経営者等育成事業のほうですけれども、これにつ

いては大きく二つの内容を計画しておりまして、一つは新規創業に取り組む若者や女性な

どが空き店舗を活用してチャレンジショップといいますか、そういったものに取り組む。
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そういう方々に対する研修といいますか、そういった場をセットして、チャレンジショッ

プで取り組んでもらおうというものが一つ。もう一つは、実際の経営のノウハウとか、あ

るいは事業承継に関する部分の知識、あるいは経営事業計画をつくっていく。そういった

ことで、若手の方々の経営力の向上を図っていくということで考えております。 

○押切産業経済交流課総括課長 いわての県産品魅力拡大事業費についてでございます

が、これは国の交付金に当たる分につきましては、伝統工芸産業の支援事業ということで、

後継者の技術習得の支援でありますとか、伝統工芸産業の魅力を伝えるための普及啓発等

に使おうとするものでございます。 

 具体的には、技術習得支援につきましては、若手後継者の技術習得、技術研さんを目的

とした研修等について、デザイナー等を招聘した活動等を行う。あと普及啓発につきまし

ては、小中学校、高等学校の子供たちに伝統工芸品のよさを若いうちからお伝えしまして、

そして岩手の伝統工芸品に興味を持っていただく、それがひいては担い手の育成につなが

るというような取り組みをしようとしているものでございます。 

○斉藤信委員 わかりました。それで、観光総務費にかかわって、新規のこともあるので

すけれども、今年度、いわゆる割引旅行券とか、あとは商品券とか、かなりの規模で活用

したのだと思いますが、これは現段階でどのぐらい活用して、その効果は、例えば県産品

はどれぐらい売り上げが伸びているとか、宿泊客が伸びているとか、そういうことが現段

階でわかる範囲で示していただきたい。 

○平井観光課総括課長 いわてに泊まろう誘客促進事業の効果等についてでございます

が、こちらの旅行券事業につきましては、6,000円のものを3,000円割引で発行する旅行券、

それから3,000円相当のクーポン割引をするもの、合わせまして27万2,000枚発行している

ものでございます。 

 効果についてでございますが、旅行券を利用できるようになりました昨年６月から12月

までの間で、本県全体での延べ宿泊者数は、前年に比べて約14万人泊の増となっておりま

して、旅行券利用による宿泊者数は約11万人泊でございますので、これを上回る効果があ

らわれているものと捉えてございます。 

○押切産業経済交流課総括課長 県産品の割引販売でございますが、割引販売につきまし

ては、インターネット販売３社と、あと実店舗販売としてアンテナショップ、主に東京い

わて銀河プラザと福岡みちのく夢プラザでやってきたところでございます。 

 現在の進行状況でございますが、当初はインターネット販売の伸びがちょっと鈍かった

のですが、おかげさまで、実店舗販売、いわて銀河プラザでありますとか、福岡みちのく

夢プラザのほうが好調でございまして、インターネット販売のほうで余りそうな分を実店

舗販売のほうに回すなどして、２月末をもちまして、ほぼ全部執行済みというような形に

なっているところでございます。 

 売り上げにつきましては、アンテナショップの例を申し上げますと、お客様は150％とか、

福岡みちのく夢プラザでは200％を超えるというような時期もありまして、売り上げ自体も
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かなり好調でございます。いずれにしましても、新規のお客様もふえたということもござ

いますので、店舗販売、割引販売が終わった後も、その効果が来年につながるように取り

組んでまいりたいと考えております。 

○斉藤信委員 わかりました。究極のばらまきのような対策で、ばらまきの効果は出てい

るということなので、それはそれとしたいと思います。 

 最後ですけれども、202ページの災害復旧費で中小企業等復旧・復興支援事業費補助、こ

れはグループ補助ですね。今年度は37億円が減額補正ということになっていると思います

が、今年度十分に活用されなかった理由は何なのか。あと商店街の方々は、これから申請

ということがあると思いますが、来年は、予算審議はまた別で、恐らく70億円ぐらいの予

算だったと思いますけれども、今の段階で、今後の活用の見通しはどうか。これが第１点

です。 

 第２点は、これまでの実績と、交付決定されたけれども、いまだに実際に再建できない

状況というのはどうなっているのか。あとは繰り越し、事故繰越の状況はどうなっている

のか示してください。 

○高橋経営支援課総括課長 まず、減額の事情ですけれども、こちらのほうで年二、三回

公募を行って補助事業者を決定しております。前年度の秋ごろに、そのころの見通しで積

算しておりますので、希望が多くてもできるだけ対応できるように積算をしております。

実際、今だんだんふえてきているのは、お話があったとおり商店街のほうが多いのですけ

れども、区画整理が進んで土地のかさ上げが決まったところで着工というようなこともあ

りますので、その状況を見て、今年度の最後、３回目に申し込もうと考えていた方々が来

年度に持ち越すといったようなものがあります。あと、だんだん製造業者から商工業者に

移ってきているので、１件当たりの事業費が少しずつ平均的には下がってきているという

ようなこともあります。我々も精度を上げなければならないですが、そういったような事

情があって減額になっていると見ております。 

 来年度につきましては、今言ったようなことで、これからグループ補助金を使って商店

街等の再建をするといったような計画、相談をいろいろ受けておりますので、そういった

ものが出てくると考えております。 

 それから、これまでの実績ですけれども、今年度３回目の公募が終わって、今審査中で

すので、今年度分はまだ最終確定はしておりませんが、今のところ交付決定した事業者は

1,322事業者、決定金額としては812億円になります。 

 それから、交付決定したけれども、着工できていないというところが確かにございます。

それについては、グループを一つ組んで、早い段階で着工できる人がいるということにな

ると、そのグループの皆さんが同時期に申し込み、再建場所が決まった方から着工してい

くのですが、かさ上げがまだ決まっていないという方は、同じグループでもまだ着工でき

ていないといったようなことがあり、交付決定を受けたのだけれども、まだ事業完了して

いないという方が確かにございます。 
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 それから、繰り越しの状況なのですけれども、平成27年度から平成28年度に繰り越すこ

とについては、事業者のほうに、年末、年明けに実施状況をお伺いして、年度内に終わる

かどうか確認しておりまして、その時点では大体250社ほどが年度内完了は難しいというこ

とになっていまして、それが繰り越しになっていくという状況です。 

○斉藤信委員 これで本当に最後にしますが、グループ補助の場合に、建設費の高騰等で、

グループ補助金については、たしか６割ぐらいまでは増額になった分を見るというように

なっておりましたが、これは実際に見られているのかどうか。最初のグループ補助が決ま

って、まだという業者もいます。この間、大船渡市に行ってきたら、有名な夢商店街、あ

れは早々とグループ補助が決まったけれども、やっとあの人たちが独自に共同店舗を建て

て移転するという計画になっているそうです。これは、何か計画をつくり直してやるとい

う話も聞きましたが、その辺の状況はうまくいっているのか、具体的な件数などもあれば

示していただきたい。 

○高橋経営支援課総括課長 資材高騰で事業費がかさむといった場合に補助金額を増額

するという制度は、確かにございます。そして、基本的に工事契約をまだしていなくて、

見積もりの段階で事業費が高く上がりそうだといった場合に対象になります。もう工事契

約をして施工しているものについては、本来の契約額がありますので、そこからなかなか

増額というのはなくて、見積もりをとって、いざやろうと思ったら、どんどん上がってし

まって契約できないといった場合に、改めてきちんとその額を見ましょうということにな

っています。ですので、今交付決定を受けて全体的に見直しているという中で、実際に事

業者と契約しているかどうかというと、まだ契約されていない方が多いと思いますので、

その部分の精査が必要になってきます。 

 あとは、１個１個のお店で直すのか、改めて共同店舗のような形で入るのかというよう

なところも含めて、いろいろ検討されていると伺っていますので、そこを含めていろいろ

相談に応じながら対応していきたいと思っております。 

○ハクセル美穂子委員 私からは、商工費の中小企業振興費の中の商工観光振興資金貸付

金と、中小企業経営安定資金貸付金が減額の補正になっていて、先ほどの説明によります

と、ほかの低金利の資金が使われていて、前は使われなかったというような説明があった

のですが、ほかに有利な資金があって、ではこれは借りられないという状態であれば、そ

れは来年度も続きそうな見込みと考えていらっしゃるのか。もしそうであれば、来年度こ

の貸付金が使われるように、何か見直しとか改善を図るようなお考えがあるのかどうかお

聞きします。 

○高橋経営支援課総括課長 制度融資については、県で東日本大震災復興資金という被災

地用に設けているものがありまして、こちらのほうは利率が少し低くなっています。です

ので、被災地の方で、再建等、あるいは運転資金が必要だといった場合に、まずこちらの

ほうを考えているという方が多いということです。それから、もう一つ、政府系の金融機

関でも、そういった被災地向けに利率をその分見ているというものがありますので、そう
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いった部分があるのかなと思っております。ですので、県としては、こういった資金の利

用が、使わないで済むか、ほかの制度資金、東日本大震災復興資金のようなもので対応で

きるというのであれば、それでも構わないと思っておるのですが、できるだけそういうニ

ーズがあった場合に対応できるように枠は確保しておきたいと考えております。 

○ハクセル美穂子委員 わかりましたが、この商工観光振興資金とか中小企業の資金は、

被災地だけの貸付金ではないですよね。ということは、減額するのであれば、被災地以外

の内陸部のほうの中小企業とかでも使いやすいように考えるとか、そういった観点はない

のでしょうか。 

○高橋経営支援課総括課長 それとあわせて、今利用がふえているのは成長応援資金とい

う県の制度資金なのですけれども、こちらのほうで従業員をふやすような事業計画だとか、

規模拡大を考えると言っているような方々の資金も用意しておりまして、そちらのほうの

利用もふえていますので、そういったところで、中小企業者の方のニーズに応じていろい

ろ使い分けといいますか、対応できるように設けていますので、そういったところで対応

を進めていきたいと考えております。 

 それから、国の制度改正も一部あり、事業型のＮＰＯ法人も貸付対象者になったので、

県でも改正して、実質秋からやっているのですけれども、もう何件か実績も出ていますの

で、そういったＮＰＯ法人にも使ってもらえるように対応していきたいと考えております。 

○ハクセル美穂子委員 もう一つありました。先ほど斉藤委員がお聞きしていたいわての

県産品魅力拡大事業費なのですけれども、担い手の育成のために中学生に伝統工芸品に触

れてもらってという御説明がありました。伝統工芸品に触れてもらう、その触れてもらい

方が結構重要なのではないかなと私は思うのですけれども、伝統工芸品の完成品に触れて

もらうのか、それともつくる過程を見ながら触れてもらうのか、どういう形で担い手育成

を具体的に考えていらっしゃるのかお聞きしたいと思います。 

○押切産業経済交流課総括課長 普及啓発ということで、中高生向けに、例えばものづく

りの関係でありますとか、歴史の関係でありますとか、学校を通じてパンフレットを児童

生徒にお配りしているのですが、伝統工芸品関係については今までなかったということで、

そういう部分について補正対応の分で配布、啓発を図ろうということでございます。 

○ハクセル美穂子委員 それは、こういう伝統工芸品が岩手県にあるのですよというパン

フレットなのか、こういうところで将来働いたらこのようになるのだよというパンフレッ

トなのか、どうなのですか。 

○押切産業経済交流課総括課長 中身については、これから調整させていただきますけれ

ども、まず岩手県には伝統工芸品、南部鉄器でありますとか、漆でありますとか、岩谷堂

箪笥でありますとか、そのようなものがまずあるということをお知らせしながら、そこで

働いている方々の声とかも挙げて、こういうのをやってみたいなというようなつくりにな

ればいいと考えております。 

○名須川晋委員 １点でございますが、子育てにやさしい企業というような岩手県の制度
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がございますが、この中で、今手元に資料がないので、うろ覚えですが、商工のほうでも

県単の利率の補助があったのは、こちらでよろしいか確認いたします。 

○高橋経営支援課総括課長 制度資金の中で、その認定を受けた企業に対するもののお話

だと思うのですけれども、対象がございます。 

○名須川晋委員 予算特別委員会の総括質疑が割り当てられていまして、余り聞かないよ

うにしていたのですが、要は子育てにやさしい企業という制度がございまして、担当はこ

ちらではないのはわかっておりますけれども、認証企業に対する0.05％の保証料率の引き

下げは、県から借りる必要のない企業が子育てにやさしい企業という制度の認証取得をす

るときに、なかなかインセンティブとならないというようなことがあると思う。県からお

金を借りなくても、そういう子育てにやさしい企業を取得できるような商工サイドの制度

があれば、子育てにやさしい企業という制度を企業が非常に取得しやすくなると私は思っ

ているのですけれども、商工サイドから何かいい方法がないものかどうか。質問の趣旨が

おわかりの方がいらっしゃいますでしょうか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 子育てにやさしい環境づくりの中では、まさにおっしゃい

ましたように、福祉の世界もありますし、商工の世界もあります。商工側、いわゆる産業

振興分野を領域としている我々の立場として、まず一つは、子育てにやさしい環境をつく

れる企業体質をつくっていくということで、おのおの総合戦略とかそういったものでも触

れておりますが、まずは企業の体質が変わっていくような、労働生産性とよく申し上げて

おりますが、そういった企業の力をつけていくということ。また労働サイドでもいろいろ

な、若者、女性にやさしい労働環境づくりに代表されるように、これは子育てについても、

あるいはワーク・ライフ・バランスの観点からも、国、労働局と連動、連携して、いろい

ろな助成制度とか、そういったものを導入して、企業のそういった改善の取り組みについ

て支援する。これは、お金だけではなくて、いろいろな方法論、経営者、マネジメントす

る幹部の意識、あるいは組織としてのそういったワーク・ライフ・バランスや若者、女性

に対して配慮する体質、意識の状況ですが、そういったものをつくっていく。実利的なお

金の部分もありますし、ソフト的な取り組みも含めて環境づくりをしているところでござ

います。 

 多くの場合ですが、結果として具体的に何か取り組むときに資金が必要となれば、いろ

いろ資金制度がある中で、この県単融資制度の活用の中で有利に配慮された制度を使おう

という、選択される方法論、手段としては融資制度が一つとしてありますけれども、それ

は、そのためにあるわけではなくて、むしろ商工労働観光部としては全体としてそういう

環境づくり、企業の変革を進めながら、使えるツールも用意しておくというようなたてつ

けになっているという状況でございます。 

○名須川晋委員 わかりました。御理解いただいての御答弁だと思いますが、もう一度か

いつまんで申し上げますと、国では、くるみんの制度がございます。そして、岩手県では

子育てにやさしい企業というものがございます。この制度の認証を受けると、たしか0.05％
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の県単融資制度の保証料率の引き下げの対象となり、10万円の物品納入とか、30万円以下

の印刷業務の部分で優遇されるというようなことでございます。 

 このインセンティブがあるからこそ、子育てにやさしい企業という認証を受ける企業も

あると思うのです。ただ、実際に県と取引がないとか、お金を借りる必要がないという企

業も多数あるわけなので、商工サイドから、あまねく中小企業が使いよい金銭的な優遇施

策を提示していただきたいと思っておるのですが、何かいい方法はないでしょうか。 

○高橋経営支援課総括課長 具体的なインセンティブに関しては、今ここで何とも申し上

げられない部分もあるのですけれども、中小企業振興計画をつくっている中で、そういう

働く人たちの環境整備の取り組みも、中小企業としては会社が伸びるために、それから人

に来てもらうためにも重要なことだということで、そういった部分の施策にも取り組んで

いこうとしておりますので、これについては子育ての担当課と具体にどんな施策があるの

か、担当レベルではあるのですけれども、話はしております。それについては、引き続き

そういったところを、今具体的に何とも申し上げられないのですけれども、その計画に基

づく取り組みの中での検討課題とさせていただきたいと思います。 

○髙橋但馬委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 ほかになければ、これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。各案件は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 御異議なしと認めます。よって、各案件は原案を可とすることに決定

いたしました。 

 以上をもって、商工労働観光部関係の議案の審査を終わります。 

 この際、執行部から山田町ＮＰＯ事案の再検証報告書について発言を求められておりま

すので、これを許します。 

○菊池副部長兼商工企画室長 山田町ＮＰＯ事案の再検証につきましては、これまで２度

の県議会の決議を受けまして、県として再検証をすべしということに対応させていただき

まして、鋭意事業を進めてきたところでございます。昨日この常任委員会での正式の御報

告をする前に、全ての議員の皆様にあらかじめ御報告するということで、昨日夕刻説明会

という形で御報告させていただきました。今回は、改めまして正式に常任委員会に対して

御報告するということで、昨日の説明と重複しますけれども、一通り説明させていただき

たいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 山田町ＮＰＯ事案の再検証報告について、御報告いたします。 
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 初めに、１ページをお開き願います。去る１月15日に御説明させていただきましたとお

り、平成26年３月に山田町災害復興支援事業等検証委員会が取りまとめました報告書の妥

当性等について、２に掲げる５名の方を構成員として、新たな検証組織を設置し、改めて

検証を行うこととしたところでございます。 

 ２ページをお開き願います。４の組織の名称等についてでございますが、第１回会議に

おきまして、ごらんのような意見が箱囲み等であったとおり、構成員の皆様の御協議の結

果、委員長や座長は置かないこととしまして、名称は、山田町ＮＰＯ事案の再検証に関す

る有識者会議とすることとされたものであります。 

 同じく第１回会議におきまして、５の検証の進め方に記載しておりますが、さきの報告

書の妥当性等について、おおむねア、イ、ウの三つの区分により検証を進めることとされ

たものでございます。 

 さらに、６でございますが、取りまとめとしましては、去る２月22日に開催いたしまし

た第３回会議におきまして、構成員の皆様に御協議いただき、会議におけるさまざまな意

見を今後の補助事業の適正執行に向けた対応等に生かしていくため、結論を一本化するこ

とにこだわらず、多様な意見を反映した報告書として取りまとめることとされたものでご

ざいます。 

 ３ページに参ります。まず、今回の検証結果の総論（まとめ）といたしまして、構成員

の皆様が一致した見解として、３点示させていただいております。 

 初めに、①でございますが、お手元にさきの報告書はございましたでしょうか。お手元

に置かせていただいております、先ほど申し上げました26年３月のさきの報告書の28ペー

ジのほうをお開き願いたいと思います。平成26年の報告書におきまして、緊急雇用創出事

業の適切な執行管理のあり方として、そのページの中段一つ目の丸印でございますが、読

み上げますと、補助事業において、不適切な執行が懸念されるような、“兆候”があった場

合、通常の場合でない“十分な注意”に基づき、対応すべきであるといったことの指摘。

また、29ページの下から７行目でございますが、県は、補助事業者として、この補助金の

目的を達成するため、間接補助事業者である市町村を適切に指導する役割と責任があるな

どといった指摘がございます。これは、今回の有識者会議における意見と重なり合う部分

が多くあったものと事務局としては受けとめてございます。 

 こうした報告書の内容を踏まえまして、恐縮でございますが、今回の報告書の３ページ

に戻っていただきまして、囲みの部分の①の記載となっております。さきの報告書の妥当

性については、検証結果としては概ね妥当であったと認められるとされているところでご

ざいます。 

 次に、②でございます。通常の処理とそうでない場合に区分した内容整理となっていた

さきの報告書について、やはり外部に違和感を抱かせる結果になったと考えるという各構

成員の一致した見解である旨、示させていただいております。 

 さらに、③でございます。現在、県では補助事業等の適正化に向けた取り組みを進めて
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いるが、有識者会議における意見等も参考として、引続き再発防止に取り組まれることを

期待するとまとめておられます。 

 これら大きく、構成員５名の方々の一致したお考えとしてまとめていただいたものを箱

囲みで示させていただきましたが、あわせて以下にはアからオまでの主な論点で今回の検

証において各委員の方々が交わされた、あるいは示された御意見についてまとめていると

ころでございます。 

 特にこの中で、今回の検証過程で構成員の皆様が特に多く意見、見解を述べられたとこ

ろは、イの御蔵の湯の関係でございます。御蔵の湯の完成時などを契機として、リース契

約の妥当性の観点から踏み込んだ対応をとるべきであったという御意見や、リース契約の

妥当性については、リース契約とするには無理があったとする意見がある一方、御蔵の湯

が応急仮設建築物であることなどから補助対象として認めたこと自体については非難でき

ないなどの意見もあったところでございます。そういったものを、意見のあったとおり記

載させていただいているところでございます。 

 次に、オの欄の法的責任等についてというところでございますが、構成員の皆様から法

的な意味での県の責任は認められないとする意見が多くございました。その上で、県には

損害賠償のような法的責任は認められないという考え方がある一方で、山田町を監督しな

ければならなかったという注意義務違反の責任があったのではないかといった指摘があっ

たことなども記載させていただいております。 

 なお、アからウまでの参考文に関する意見の詳細につきましては、後ろのページの７ペ

ージから８ページまでに記載させていただいておりますので、後で御確認いただければと

思います。 

 次に、４ページをお開き願います。４ページから６ページまでにかけましては、構成員

の方々から最終的な検証のまとめといいますか、そういった総括的な御所見を述べていた

だいておりまして、それについてお一人お一人の御所見を箱囲みで整理して記載させてい

ただいております。詳細の説明は省略させていただきます。 

 以下、９ページから13ページまでは参考資料でございますが、この事案の概要を改めて

掲載させていただいておりまして、前回報告書からの抜粋で主要なところを挙げておりま

す。同じく14ページには、会計検査院からの26年度の決算検査報告のうち、本事案にかか

わる部分の抜粋を掲載しておりますし、15、16ページには、冒頭申し上げました本議会に

おける２度の決議の内容、そして17、18ページには会議の設置等についての資料とさせて

いただいております。 

 以上、報告書について御説明させていただきました。よろしくお取り扱い願います。 

○髙橋但馬委員長 ただいまの報告に対する質疑も含め、この際、何かございませんか。 

○千葉伝委員 今回の第三者委員会での報告であります。そもそもの話からすれば、昨年、

私ども県議会が３月と11月、決議を出させていただいているわけであります。それに対し

て、前回の検証委員会は、県の関係者が半分以上を占めていたということで、その検証結
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果は先ほど出ているということです。それと、今回の第三者委員会ということで、全く県

の職員等は入っていないわけであります。そういったことからすれば、第三者として捉え

て構わないのかなとは思っていますが、それを検証するための前提となる物事が、最初の

検証委員会の中身に基づいてそれを検証するというようなやり方になっているのではない

か。ということからすれば、そもそも、県議会の決議した内容に書いてあるとおり、いわ

ゆる検証委員の大半が県の職員で構成されたことによる客観性の欠如という部分もあると

いうことで、第三者委員会で検討すべきという決議をしたということなので、そこの部分

がどうも私からすれば腑に落ちないというか、今回の第三者の検証委員会の進め方の中で

気になるところ、このように思います。そういうことからすれば、当局のほうでは、私の

今の考え方に対してどういう捉え方をしていますか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 県議会における決議ということで、委員御指摘の第三者的

な視点が欠如していた、そういった指摘の中で、結果としてさきの検証委員会における検

証報告に妥当性があるのかというところが大きな論点になったというのが前議会の議論で

ございまして、その検証委員会が提出した報告書が本当に妥当なのかというところに大き

な焦点が当てられたものですから、それが妥当か否かということが一つの主要テーマとな

る再検証ということで受けとめております。 

 また、先ほど大きな区分でア、イ、ウという三つの論点、主要な議題、検証ポイントと

いいますか、そういったものを設定させていただいていることの説明、資料でごらんいた

だいたと思いますが、これも大きな焦点となって、議会で交わされた議論でございました。 

 そこを踏まえまして、前回の検証委員会の報告書の妥当性及び議会でいろいろ議論され

た主な論点等を、まずは主要なテーマとして検討いただくというのが作業として適切な対

応であったのではないかとは思いますが、いずれにしましても、有識者会議の皆様に検証

の進め方を含めて御議論いただいて、この３回の委員会をやってきた経過がございます。 

 有識者会議の皆様には、このメンバーを御承認いただく際の事前説明でいろいろ伺って

おりまして、その際には、この２回の議会の決議の内容はもちろんのこと、前回の報告内

容あるいは、山田町の報告書、さらには議会での質疑のやりとりについてもお示しした上

で御承認いただき、メンバーとなっていただいた上でのこの有識者会議の展開でございま

したので、５名の先生方から、まずもってこの妥当性はいかにという切り口から改めて検

証いただいたと思っておりますし、大きな焦点として三つの論点を注目点といいますか、

議題として選ばれたことについては、やはり議会の経過を見ての御判断ということで、そ

れを受けての報告書と我々事務局は受けとめているところでございます。 

○千葉伝委員 県のほうからすれば、自分たちがやってきたことに対して最大限のことは

やってきたと、こういった中での出来事だと、こういうことでまとめられているような気

がするのですけれども、いずれにしてもここの検証結果の総論ということで、検証結果と

して先ほどの論点、検証の進め方と、一つは、短期間で検証を進めることとなるためとい

うことで、そうせざるを得なかったというような表現になっているわけですが、これは去
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年の３月に私ども議会の決議があったことからすれば、１年とは言いませんけれども、か

なりの期間がたっているわけであります。その間に、検証委員会のような場に、私どもの

県議会からも委員を出してくれないかとか、実はあったわけでありますが、それはちょっ

と違うのではないかと。私ども県議会の立場からすれば、皆さん、あるいは第三者委員会

から出されたものに対して議会として対応するのが本来の姿だろうということで、お断り

したというのが当時の話であります。いずれ短期間でやったということで、突っ込んだ中

身の検証がちょっとできなかったのかなと、そういう思いで私は聞きました。それはそれ

として、今の話はわかりました。 

 ここに検証結果として、概ね妥当であったと、この表現なのです。よくあるのは、概ね

良好とか概ね妥当というような言葉は、すごくいいほうに捉えるというか、ほとんどよか

ったのかなというような言葉で、ここに結果が出されているのではないかと私は思います。

検証結果とすれば、下のほうにそれぞれの委員の考え方が出てはいるけれども、私からす

れば、概ねというのは、ではどこまでが概ねかと。７割が概ねなのか、５割以上がよかっ

たから概ねなのかという話になると、通常は８割ぐらいがとか、私の頭の中の考えはそう

なのです。だから、そこを検証の表現として、概ね良好で本当にいいのかと。やはり、き

ちっと検証結果としての問題点というのを並べた上で、それが検証結果の報告になるので

はないかと私は思いました。 

 第三者委員会の捉え方ということからすれば、責任追及を行うということで、内部でや

ったのは第三者からというか、一般の県民からすれば、何だと、手前みそではないかと。

今回もそうですし、民間の中でもいろいろな不祥事があった場合は、第三者委員会という

のをつくってやっている。その第三者委員会の位置づけという部分が、やっぱり自分たち

の会社とか、どこかの組織とか関係のないところから、しっかりと客観的な見方をしても

らって、答えというか、どこに問題点があったということを指摘してもらう。それをほか

の人が見て、ああ、こういう問題があったのかと。だったら、その問題点に対して第三者

委員会のほうからも、今度はその後の、いわゆる県のほうが今後どう対応すべきかという

ような、そこのところまで私はもうちょっと踏み込んだ内容が出てもよかったのかなと思

います。一部は出ていますけれども、そこの部分がしっかりとした第三者委員会の位置づ

けとして、責任追及を行った上で、二度と不祥事を起こすことのないような再発防止策と

いうところまで、きちっとここに述べるべきだったのかなと私は思っております。そうい

ったことからすれば、どうも私はちょっと弱いところがあるのかなというような感じがし

ましたが、その点についてお聞きします。 

○菊池副部長兼商工企画室長 これまでの経過について委員からお話がありましたので、

若干当方の対応について御説明を申し上げます。 

 ２度の決議をいただいた後の経過ということで、これは今だから申し上げますが、会計

検査の動きがいろいろあったものですから、あるいはこの件は刑事事件としても取り扱わ

れているということで、なかなかその途中において、何らかのしっかりとした結論めいた



 20 

ところまで持っていくような対応は難しいということで、その間においては、昨年有識者

の方、弁護士等、法曹界等の方々から、いわゆる所見をいただくプロセスを踏んできてお

ります。 

 この件につきましては、まさに委員が最後のほうでおっしゃられましたように、再発防

止に向けての取り組みを、当然ながら、１回目の検証報告でまとめた再発防止もそうでご

ざいますし、１回目の検証委員会でやっているプロセスにおいても、既に再発防止策はい

ろいろ講じてきているところでございましたが、さらにさらにということで、二度とこう

いったことが起きないような再発防止策の徹底研究といいますか、そして迅速な再発防止

策を打ち出していくということのプロセスにも重要なことでしたので、そういったこれま

での経過の中で、有識者からの御所見などもいただいて対応してきたところでございます。 

 刑事事件のほうが大詰めを迎えて、方向性が見えてきました昨年の冬に、いよいよ第三

者検証委員会を組織したいということで、いろいろ調整を始めたのはそのとおりでござい

まして、その結果５人の法曹界あるいは行政分野等に精通した方々に御承認いただいて、

会議を始めたのはこの年明けということです。確かにタイトな期間でございますが、先ほ

ど申し上げましたように、十分に事前に説明させていただきましたし、経過においてもい

ろいろ説明させていただき御理解いただいた上で、それぞれの方々のそれぞれの見識とい

いますか、お考えで御意見を賜ったと思っております。 

 このまとめ方につきましては、先ほども申し上げましたように、この５人の方々で何か

一本の方向性を出すということをお考えになったプロセスもあったと思いますが、なかな

か難しいということで、それぞれの意見を出すので、それをまとめなさいというような会

議からの対応方針が示されましたので、御案内のとおり、資料の中身はそれぞれの方々の

御意見を、テーマごとに整理させていただいたのが実際でございます。 

 まとめとしましては、これも先生方の御意見でございまして、いただいた御意見がどの

ようにまとまるかということを、実はぎりぎりまで５人の先生方と確認作業をさせていた

だいて、このようなまとめというところまで来ておるものでございまして、そういったこ

とから申し上げますと、５人の有識者の方々が述べられたままの意見という形で、この報

告書がまとまっているということで御理解いただきたいと思います。 

○千葉伝委員 いずれ総論としてのまとめの部分が、ちょっと私が気になったということ

で、下のほうにそれぞれの意見が載っているわけです。それを一つのものにまとめるとい

うのはかなり厳しいということで、並列的な意見が述べられています。これを見ると、ま

さに、それぞれのところに問題があったということなので、ちょっと考えると別な関係で

ＤＩＯジャパンの問題があるわけですが、そこが県の行政、国がかかわる、あるいは市町

村、事業実施主体という関係からすれば、どうも似た構図だということで、国の責任、県

の責任、そして事業を実施した市町村、事業主体それぞれの責任というのが私は指摘され

ているだろうと思います。 

 そういったことからすれば、ＤＩＯジャパンと同様にこれからの取り組み姿勢として、
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今回の検証委員会の委員の皆さんからの意見というのは、貴重な意見として捉えた上で、

そしてしっかりと対応することを我々のほうにも、あるいは県民にもわかるような形で示

していくこと。その結論（まとめ）の一番下に、引き続き再発防止にしっかりと取り組ま

れることを期待すると、ここの部分が今回の検証委員会の結果として、皆さんがしっかり

やらなければならないことだろうと思いますので、そこはぜひ頑張っていただきたい。何

かありますか。 

○菅原商工労働観光部長 総論（まとめ）のところにも、検証結果としては概ね妥当と書

きながらも、有識者会議として、引き続き再発防止にしっかり取り組んでくれということ

で結ばれてございますので、今後におきまして、有識者会議におけるさまざまな御意見が

その後ろにも載ってございますが、こういったことをどのように具体的な取り組みに生か

していけるかということを検討しながら、引き続き再発防止に向けた取り組みを進めたい

と考えております。 

○斉藤信委員 それでは、山田町ＮＰＯ事案の再検証報告書について質問したいと思いま

す。 

 会計検査院の調査報告書が出て、県が第三者委員会を県議会の決議に基づいて設置して

調査したということは評価したい。同時に、中身を見ると、この検証委員会は１月28日に

第１回をやって、第３回が２月22日、２カ月もたっていない。やったのが、たった３回。

そして中身も、この総論のまとめというのは、私はかなり無理があったと思います。それ

ぞれの意見を丁寧に見ると、かなり具体的な問題が厳しく指摘されているのに、総論のま

とめでは、検証結果としては、概ね妥当だと認められるというのは、これは全然一致しま

せんよ。そういう意味では、まとめないと言いながら、こうやってまとめたということが

おかしいと思います。中身的には、わずか２カ月足らずで、たった３回の検証だったとい

うことを含めて、極めて不十分なものになった。このことは、率直に私は指摘しなくては

ならないが、十分な検証がなされたと思いますか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 検証結果としては、概ね妥当であったと認められるという

ことの中身の問題でございますが、これはさきの委員会が提出した報告書の内容について、

その検証の中身の妥当性を、概ね妥当という形で述べられているものでございまして、そ

れにつきましては、どの程度の時間云々ということの多寡はあると思いますが、この５人

の有識者の方々に非常に精力的に研究していただき、御議論いただいた結果でございます

ので、これ以上のものを我々事務局としては有識者の方々に求めるものはないと思ってお

ります。 

○斉藤信委員 率直に言って、５人の方々の総括的所感というのが出ています。それぞれ

丁寧に読みましたが、みんな厳しく指摘しているのです。例えば、内田弁護士は、次のよ

うに指摘しています。通常の処理としては適切であったとのまとめには違和感がある。さ

らに踏み込んだチェックが義務となる。リースの実態がないことまでを確認することがで

きた。そうすれば、平成24年度の目的外支出を防止できた。 
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 竹中弁護士は、責任逃れに見えると指摘した上で、次のように言っています。少なくと

も御蔵の湯が完成した段階で県が別の対応をとっていれば、被害は最小限に食いとめられ

ていたと考える。ＮＰＯ法人が受託者として不適格だった。県に注意義務違反の責任があ

る。山田町から提出された実績報告書を調査確認しなければならなかったとする会計検査

院の指摘は、今般の事案にも当てはまると、このように言っています。 

 田村氏は、次のように指摘しています。県は市町村に対して補助金を交付した後、補助

金が契約どおりに使われているかを何らかの形で確認する必要がある。県は、市町村に対

しては補完機能を積極的に果たして行く必要がある。いわば震災の直後の本当に人材のい

ない、そういう沿岸市町村に対して、沿岸市町村の中途半端な問題のある報告書をそのま

ま認めるような監査ではだめだと言っているのです。 

 山内氏は、次のように指摘しています。通常の処理としては適切であったと結んでいる

部分は違和感がある。一番残念に思うのは、税金を適切に執行できなかったということで

ある。山田町は事業主体であり間接事業者、県は補助事業者として、それぞれの責務を果

たす必要があった。特に平成23年度の完了確認は、事案発覚後に再調査を行ったレベルで

実施しなければならなかったと考える。 

 山口氏は、次のように指摘しています。言い訳に見える書きぶりのために印象がよくな

かった。県の責任をゼロにしては県民の納得が得られないであろう。責任については、道

義的責任、政治責任、行政責任、改善責任など法的責任に限らずさまざまなものがある。

平成23年度事業の完了確認について、確認に時間を要するのであれば交付決定を留保して

繰越明許や事故繰越とする方法もあったと考える。平成24年度事業の認定も留保できたの

ではないか。 

 ここまで指摘していて、そして総論のまとめで、検証結果としては概ね妥当だったと、

何でなるのですか。私は、無理してこういうまとめをしたと思います。５人の意見をその

まま報告するのだったら、そうしたらよかったのです。５人の意見、私はそれぞれ大事な

ところを紹介したけれども、今紹介した総括的所見が、何で概ね妥当ということになるの

ですか。私は大変違和感を持ちました。どうですか、簡単でいい。 

○菊池副部長兼商工企画室長 先ほども申し上げましたが、今委員に御指摘いただいたさ

まざまな論点につきましては、前回の報告書においてもおおむね同様の記載がございます。

そういった問題点の指摘は、前回の報告書で指摘を受けているところでございます。それ

について、改めてこの検証委員会で、結果として今斉藤委員がおっしゃったような、前回

の検証委員会で指摘されたことが、改めて浮き彫りになったということでございます。 

 それについて、個人名を言って申しわけないのですが、これは田村委員、有識者会議の

委員のお一人から、概ね妥当ではないかという御発言があったこともあり、各委員とも中

身については妥当ではないかと。ただし、②のほうで、ここについてはいかがなものかと

いうような流れといいますか、議論になっているということを整理させていただいたもの

でございまして、先ほど来申し上げましたように、この記載内容につきましては、ぎりぎ
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りのところまで５人の有識者の方々に御確認いただきまして、その結果、こういった報告

書にまとめさせていただいたものでございます。御了解いただきたいと思います。 

○斉藤信委員 岩手県の平成26年３月３日の検証委員会の報告書は、県の責任を認めなか

ったのです。極めて不十分だったのです。指摘されたように、通常の事務処理としては適

切だったとか、責任逃れに終始した。だから県議会は、この報告書ではだめだと、第三者

がきちんと検証しなさいと。ところが、この検証報告書が、そういう全体が妥当だったと

なったら、これはかみ合いません。私は、実際に５人のそれぞれの方の総括的所見から見

ても、それを無理に概ね妥当というこの総論、まとめというのは一致していないと、ここ

は率直に指摘しておきたいと思う。 

 そこで、わずか３回の検証ですから、限界があったと思いますが、三つの区分で検証し

たということは、確かにこれは中心的な問題でした。そこで、私は改めて言いたいのだけ

れども、平成23年度補助事業の審査及び進捗管理は何が問題だったか。実は５回、この事

業計画が変更されたのです。そして、第４回は12月に5,000万円、そして第５回は１月25

日に１億6,900万円の増額補正だった。これは、実際は中身がなかったのです。私は、働い

ている労働者にも聞きましたけれども、実は平成23年12月の賃金は未払いだったのです。

いわばその当時、前払いで事業が行われているのです。前払いの事業費を全部使って、12

月は給料が未払いだった。そのときに5,000万円が出て、働いている労働者に賞与まで出た

のですよ。要求したら、補正で簡単についた。訴えられたあの代表がうそぶいたのです。 

 そして、一番重要なのは、１月25日に１億6,900万円の増額補正なのです。これは雇用人

員が一人もふえなかった。大体１月25日というのは、その年の事業費を精査する時期なの

です。減額補正があっても、本来増額補正などはあり得ないのだ。そのときに、雇用人員

がふえないのに１億6,900万円の増額補正をしたのです。これは、実質不足払いだったので

す。第４回と第５回というのは、そういう使い切った事業費の不足払いだった。１月25日、

実はこれは県との関係は３月25日になりました。県がミスをしたのです。こんなでたらめ

な、平成23年度から使い切って不足になっていた状況で5,000万円、１億6,900万円の不足

払いの増額補正を認めた。ここに私は一番県がチェックすべき責任の問題があったと思い

ます。その点について、現段階で私の指摘にどう答えますか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 報告書にかかわる再検証の過程においての議論という形

でお答え申し上げますと、委員が御指摘のようなおかしな面といいますか、疑問、あるい

は明らかに精査すべき時期といったようなものが出てくる時期があっただろうと。それは、

前回の報告書でいうと、兆候というような言葉を使わせていただいていると把握しており

ますが、そういった兆候があった際、あるいは、そういったものに気づいた時点で、しっ

かりと踏み込んだ指導等、対応をすべきであったという指摘をいただいているところでご

ざいます。 

○斉藤信委員 残念ながら、今度の検証委員会は、現地調査がなされていなかった。恐ら

く現場で働いていた労働者の聴取とか現地の調査をしたら、私はもっとリアリズムで、こ
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の県の平成23年度の事業計画の審査、進捗管理の問題点というのが浮き彫りになったと思

います。 

 二つ目の論点は、御蔵の湯です。これは、極めて重大な今回の問題の転換点になったと、

私は一貫してこのことを指摘してきた。実は、この御蔵の湯というのは、11月の段階で県

の担当者が、これは建設工事ではないかと疑いを持って、これを県の本庁にも報告して確

認した経過があるのです。ところが、この御蔵の湯は２億円を使って建設されたと、落成

式のときに町長がそのように御挨拶をした。リース、材料費、組み立て費、三つのごまか

しの論理で、これが認められたのです。私はこのときにきちんと、このでたらめさをはっ

きりさせていたら、平成23年度の乱脈経理というのも、ストップできたのだと思います。

御蔵の湯の建設をリース料という形で認めた、そこに私は県のチェックの重大な問題があ

ったと思うけれども、いかがですか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 この有識者会議における検証においても大きなテーマと

なり、焦点となった事項でございます。委員の御指摘のとおり、この御蔵の湯の扱い、そ

してまた先ほども申し上げましたように、そういった兆候、あるいは気づいた時点で対応

すべきことがあったのではないかという御指摘を受けているところでございます。 

○斉藤信委員 指摘を受けたというだけでは、私は済まない。実は、この問題については、

御蔵の湯は補助事業の対象にならないと、一度、県は町に述べているのです。巻き返しが

あって、トップ同士の話があって、これを認めることになった、こういう経過があったの

です。それはどういうことかというと、これは山田町の文書ですが、４月19日、宮古地域

振興センターから山田町に、大雪りばぁねっとは建設土木事業に該当するため補助対象外

となる、県庁から回答があったので連絡する。それで山田町は返そうとしたのです。しか

し、これでは困るというので、トップ同士が話をして、４月23日ですけれども、その後４

月25日ですか、県と山田町で４項目の合意を交わして認めるというごまかしをやったので

す。そのごまかしというのは、御蔵の湯というのは、リース料及び材料費で組み立てられ

るものであるから補助対象になる。御蔵の湯の建物の所有者は、オールブリッジである。

建設土木事業ではない。そして、浴場整備は財産取得に当たらないと、こういう確認です。 

 この４項目は、こういうことで回答を下さいと県が町に求めたのです。回答したら認め

ますよと。こんな出来レースを御蔵の湯でやったのです。所有者がオールブリッジという

のだったら、オールブリッジの実態を調べなければだめではないですか。オールブリッジ

というのは、全く存在しない架空会社だったのです。オールブリッジが発注した形跡がな

いのです。大体、所有者と言っているオールブリッジは落成式にも出ていないのだから。 

 私は、御蔵の湯の問題というのは、山田町の責任は重大だけれども、県が一緒になって

これを認めてしまった。ある意味では、共同責任が発生したと思います。そういう指摘は

ありませんでしたか。そういう責任は現段階で感じていますか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 まさに今委員が御指摘のとおりのやりとりについて、有識

者の方々で意見が交わされております。リースとしての実態があるのか、あるいはリース



 25 

としてみなし得るのか、みなし得た、その判断をしたのはどこなのかといったような意見

があったところでございます。それらについて、しっかりと、その時点で対応すべきであ

ったという御指摘を受けているところでございます。 

 これは、検証の問題とは別に、後段で委員からいただいた、今どう考えているかという

ことでございますが、今こうしてこの一連の経過と２回の検証会議の指摘、検討の結果と

いうことで私なりに受けとめておりますのは、やはりしっかりとそこでチェック、気づく

べきであったと私は感じております。 

○斉藤信委員 三つ目の論点は、平成23年度の補助事業の完了確認及び平成24年度補助事

業計画の審査なのです。実は、平成23年度の完了確認を県は12月28日、３月15日にやりま

した。そのときの中身はこういうことです。現金出納帳や支払伝票が確認できない。考え

られますか、４億7,000万円という事業をやりながら、現金出納帳、支払伝票が確認できな

いと。これは３月の段階ですよ。それが、完了確認を通っているのです。 

 しかし、ここで参考人質問をやりましたね。私は、３月31日、完了確認はやったのか、

当時の復興局長に聞きました。文書はそうなっています。やっていないというのです。３

月31日に完了検査をやっていないと。この完了確認は４月、５月に延びてしまった。その

ときに山田町の総務課長は、これではまともにできないから人を配置してちゃんと指導す

べきだと進言したけれども、当時の町長はそれを却下した。こういう経過が参考人審査で

明らかになりましたが、とてもではないけど、まともに完了確認できるような、事業費を

執行できるような体制でなかったということを県はわかっていたにもかかわらず、これを

通してしまった。 

 そして、同じ時期に７億円余の24年度事業費を内定したのです。現金出納帳や支払伝票

も経理能力もないこういう事業者に、７億円の次年度の事業費を内定した。二重三重に県

のチェックが全く甘かった。そして、それが傷を広げたというふうに思うけれども、これ

はどのように検証され、そして県はどのように今受けとめているでしょうか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 有識者会議においても、この平成23年度から平成24年度に

切りかわる時期といいますか、まさに完了確認の時期と次年度の対応のところが、やはり

先ほどと同じように、御蔵の湯と同様に大きなテーマとなりました。これにつきましては、

いろいろな復命書等、当時の資料等もごらんいただき、実績報告等の資料も有識者の各委

員から資料を求められ、私どもで御提示し、それらを踏まえて御議論いただいたところで

ございます。その結果、具体的には８ページ等に書いているとおりの各指摘がございまし

た。 

○斉藤信委員 私は、そういう極めて具体的な県の責任を改めて指摘しましたが、実は平

成26年３月の報告書には、こういう責任が明記されていないのです。だから決議が上げら

れて、第三者できちっと検証すべきだと。今回の検証委員会でそういう指摘があったとい

うのだったら、何で概ね妥当だったなどということになるのですか。なるわけがないでし

ょう。私が今指摘した三つの点というのは、極めて重大な県の進捗管理、完了検査にかか
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わる大問題だったと思います。平成26年の報告書は、そういう問題点、責任が指摘されて

いますか。 

○菊池副部長兼商工企画室長 再検証有識者会議の５人の有識者の方々の御議論の結果

として、５人の方々の見解がこのようにまとまったものでございますので、これにつきま

しては、私ども実務的に事務作業をした者としては、この取りまとめのコメントについて

のそれ以上の考えは申し述べることはちょっとできないのですが、ちなみに、妥当であっ

たとしているさきの報告書にどのような記載があったかということについて、確認してい

るのは……。 

○斉藤信委員 報告書は述べているかと聞いている。私が聞いたことについて、答えてく

ださい。 

○菊池副部長兼商工企画室長 28ページ及び29ページの記載内容を主な根拠として、有識

者会議の先生方はおっしゃっていると受けとめております。 

○斉藤信委員 この報告書が極めて不十分で、県の責任も認めず、反省もないから県議会

は決議を上げて再検証になった。私は、５人の方々の総括的な所見はまともだと思います。

だから、総括的所見はまともなのだけれども、総論のまとめで、このように歪めたらおか

しいのではないかと言っているのです。 

 私は最後に言うのですけれども、この事件は、残念ながら大雪りばぁねっとを重用し、

それを受け入れたのは山田町長だったのです。私はそこに第一義的な重大な責任があった

と思います。これは、当時の町長を参考人質疑して、私たちもそこをしっかり確かめまし

た。 

 ３月25日に大雪りばぁねっとの代表が山田町に行って、翌々日には県の肩書きをつけて

使ったのですから。そして、４月の早い時期に県の社会福祉協議会の専務が、あのＮＰＯ

はほかのボランティア団体といろんな問題を起こしているから、北海道に帰ってもらった

ほうがいいと進言した。その声を聞かなかったのです。そして、本当に重用して、任せて、

こういう問題を起こした。 

 もっとひどいのは、この代表の履歴書を提出させなかった。信じがたいです。ＮＰＯの

実態も調べなかった。大体何千万、何億円の事業ができるような団体でなかったというの

は、ＮＰＯの実態を調べればすぐにわかったのです。北海道の団体に問い合わせをするだ

けですぐわかった。 

 私は、そういう意味で山田町の責任というのは本当に重大だったというふうに思うけれ

ども、しかし実際に事業が進んだときに、そこにきちっと進捗管理をして、完了検査をし

て、そして不当なものがあったら歯どめをかけると。残念ながら、県のその責任、役割が

果たされなかった。私は、今回の検証、一番の問題はそこなのだと思います。結果的に６

億7,000万円を山田町は自腹を切って返還する。今回の会計検査でも1,700万円ですか、さ

らに追加して返還を求められたのです。本当にこの問題というのが極めて重大な傷跡を残

したし、今も残しているのです。 
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 そういう結果に対して、県は真摯に向かい合って対応しなくてはならない。検証報告で

も言っていますよね、山田町だけが悪いということにはならないと。法的責任という点で

は簡単ではないかもしれないけれども、私は県が政治的な責任、行政的な責任、しっかり

認めて、今後のさまざまな対応に当たる必要があると思うけれども、最後、部長に聞いて

終わりましょう。 

○菅原商工労働観光部長 委員のおっしゃるとおり、さまざま厳しい御指摘も受けたとこ

ろでございます。こういった各有識者の方々から頂戴いたしました御意見につきまして、

今後県としてどのように具体的な取り組みとしてやっていけるかということをきちんと検

討しながら、引き続き再発防止、またこういったことが二度と起こらないようにしていく

ことが重要だと考えておりますので、そういった取り組みを今後も進めてまいります。 

○髙橋但馬委員長 ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 なければ、これをもって商工労働観光部関係の審査を終わります。商

工労働観光部の皆様は退席されて結構です。御苦労さまでした。 

 この際、昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○髙橋但馬委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 この際、教育長から発言を求められておりますので、これを許します。 

○高橋教育長 昨日の本会議におきましても、教職員による不祥事についておわび申し上

げましたが、先月八幡平市の中学校教諭が逮捕された事案について、その内容と今後の対

応等について御報告をさせていただきたいと存じます。 

 この事案は、八幡平市内の中学校に勤務する38歳の男性教諭が本年１月下旬ころ、被害

女性が18歳に満たないことを知りながらみだらな行為をしたとして、青少年のための環境

浄化に関する条例違反の容疑で２月14日に逮捕されたものでございます。当該職員は、い

まだ拘留中であり、接見の実施も制限されておりますことから、十分な事実確認を行うこ

とができない状況にはありますが、八幡平市教育委員会からの情報では、本人はその事実

をおおむね認めております。 

 今後刑事手続の状況なども注視していく必要がありますが、事実とすれば、教職員とし

て絶対に許されない非違行為であり、事実関係を精査した上で厳正に対応する考えであり

ます。 

 東日本大震災津波からの学びの復興や学校教育における人材育成、いじめ問題への対応

など、さまざまな課題解決に向けて取り組んでいる中で、再度このような不祥事が発生い

たしましたことにつきまして、この場をお借りして心からおわびを申し上げます。 

 県教育委員会といたしましては、改めてこのような事態を深刻に受けとめつつ、市町村

教育委員会とともに再発防止に努め、県民の皆様の信頼回復に全力で取り組んでまいる所
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存でございます。大変申しわけございませんでした。 

○髙橋但馬委員長 次に、教育委員会関係の議案の審査を行います。 

 議案第84号平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５号）、第１条第２項第１表歳入歳出

予算補正中、歳出第10款教育費のうち教育委員会関係、第11款災害復旧費、第６項教育施

設災害復旧費及び第２条第２表繰越明許費補正中、第10款教育費を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○田村教育次長兼教育企画室長 議案第84号平成27年度岩手県一般会計補正予算（第５

号）について御説明を申し上げます。議案（その４）の８ページをお開き願います。 

 第１表歳入歳出予算補正の歳出の表中、教育委員会の所管に係るものは、10款教育費の

うち１項教育総務費から７項保健体育費までと、９ページの11款災害復旧費のうち６項教

育施設災害復旧費でございますが、これらは事業量の確定や国庫支出金の確定に伴う整理

などのほか、国の補正予算に呼応した予算の計上などによるものであり、全体として11億

8,770万円余を減額しようとするものでございます。 

 補正の主な内容につきましては、便宜、お手元の予算に関する説明書により御説明申し

上げます。 

 それでは、恐れ入りますが、予算に関する説明書の178ページをお開き願います。なお、

説明欄の主なものについて御説明申し上げますが、金額につきましては省略させていただ

きますので、御了承をお願いいたします。 

 10款教育費、１項教育総務費、２目事務局費の一番上の管理運営費は、過年度に受け入

れた国庫支出金の返還等に伴う増額であり、一番下の幼稚園等の複合化・多機能化推進事

業費補助は、市町村の事業の計画変更に伴う増額でございます。 

 179ページに参りまして、４目教育指導費の上から五つ目の児童生徒健全育成推進費は、

災害対応に係るスクールカウンセラー等配置事業などの国庫委託事業の確定等による減額

であります。180ページをお開き願います。一番下の障がい児希望実現推進事業費は、障が

いのある子供が自立し、希望する進路の実現や地域社会への参画を推進するため、国の補

正予算を活用して、県立特別支援学校での授業改善に要するＩＣＴ環境を整備しようとす

るものでございます。 

 次に、少し飛びますが、185ページをお開き願います。４項高等学校費の４目教育振興費

でございますが、恐れ入りますが、次の186ページをお開き願います。上から二つ目の公立

高等学校等就学支援金交付事業費及び次の奨学のための給付金支給事業費は、支給対象者

数の確定等に伴う減額であり、最後の高等学校生徒等修学等支援金国庫返還金は、高等学

校授業料減免事業等支援臨時特例交付金など、国の交付金を受けて造成した高等学校生徒

等修学等支援基金を財源とする県事業の終了に伴い、基金の残余額を国に返還するもので

あり、返還額の確定に伴う減額でございます。 

 次に、５目学校建設費でございますが、上から三つ目の校舎大規模改造事業費は、県立

高校の実習棟などの耐震診断経費について、国庫財源の活用により平成28年度分を前倒し
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で実施しようとするための増額でございます。 

 187ページに参りまして、５項特別支援学校費、１目特別支援学校費でございますが、三

つ目の施設整備費は、県立盛岡となん支援学校の移転整備に係る本年度事業費の確定見込

み等による減額でございます。 

 189ページをお開き願います。６項社会教育費、１目社会教育総務費でございますが、下

から二つ目の学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業費は、市町村の委託事

業の確定見込み等による減額であり、２目文化財保護費の二つ目の文化財保護推進費は、

被災した市町村の博物館が所蔵する文化財等の修復や安定的な保管に要する経費などの確

定見込みによる減額でございます。 

 190ページをお開き願います。一番最後の明治日本の産業革命遺産インタープリテーショ

ン推進事業費は、国の補正予算を活用して明治日本の産業革命遺産の理解増進、情報発信

に取り組もうとするものでございます。 

 次に、192ページをお開き願います。７項保健体育費、１目保健体育総務費の三つ目の県

立学校児童生徒災害共済給付金は、独立行政法人日本スポーツ振興センター法に基づく県

立学校の児童生徒に係る災害共済給付金の給付見込みによる増額であります。193ページに

参りまして、３目体育施設費のうち一番上の管理運営費は、県営体育施設の指定管理委託

料の確定見込みによる増額でございます。 

 次に、繰越明許費について御説明申し上げます。恐れ入りますが、議案（その４）に戻

っていただきまして、20ページをお開き願います。第２表繰越明許費補正の表中、教育委

員会の所管分は10款教育費に係る６事業、２億4,403万5,000円でございます。これら繰越

事業は、市町村の行う認定こども園整備に対する補助、県立高等学校の実習棟などの耐震

診断、県営体育施設の改修など、計画の調整に不測の日数を要したこと及び国の補正予算

に対応する事業の実施などにより平成28年度に繰り越して執行しようとするものでござい

ます。 

 以上で説明を終わらせていただきます。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○髙橋但馬委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○斉藤信委員 178ページ、いわての学び希望基金奨学金給付事業、これは62万9,000円の

減額になっていますが、今年度の実績見込みを示してください。 

○菊池特命参事兼企画課長 いわての学び希望基金奨学金でございますが、本年度におき

ましては、１月現在の数字でございますが、小中高、大学生を合わせまして、479人に奨学

金を支給しているところでございます。 

○斉藤信委員 後ろのところで、教科書代とか何かありましたね。これは、どれぐらいの

方々が対象になっているのですか。 

○菊池特命参事兼企画課長 教科書給付等につきましては、遺児、孤児に限らず住宅等が

被災された方も対象でございますので、教科書給付については1,055人、制服代については

324人、それから修学旅行につきましては303人を対象に給付しているところでございます。 
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○斉藤信委員 わかりました。それと、せっかくですから全国的なスポーツ大会、文化関

係の大会への派遣をやっていますよね。その実績もわかれば示してください。 

○八木スポーツ健康課総括課長 全国大会の派遣へのいわての学び希望基金を使った補

助ですが、実績として2,032名でございます。 

○松下生涯学習文化課総括課長 平成27年度の文化活動の関係でございますけれども、全

国の文化祭等派遣ですとか、セミナーサポートということで高校生の派遣をやっておりま

すが、今年度の計画といたしまして3,551名となってございまして、平成26年度の実績につ

きましては360名ということになっております。 

○斉藤信委員 今の文化関係は、ことしが3,551人なのに、去年は360人なのですか。ちょ

っと何か整合性がない感じだけれども。 

○松下生涯学習文化課総括課長 平成27年度は、かなり見込みが大きくなっておりますけ

れども、当初、いわての学び希望基金の設計をする際に、最大限の人数を見込んで設計し

たものですから、設計値と実績値に実際のところ乖離がございまして、平成26年度の実際

の給付対象者といたしましては360名ということになってございます。 

○斉藤信委員 わかりました。いわての学び希望基金は、今年度もたくさんの基金が寄せ

られていると。そういう点でいけば、これは使い残すことがあってはならないので、有効

にこれからも活用していただきたいと思います。 

 次に、180ページですが、障がい児希望実現推進事業費、これは特別支援学校の授業改善

に要するＩＣＴ環境を整備するということのようですが、具体的にどういうものなのか。

これは、国の補正対応のものですね。 

○民部田特別支援教育課長 障がい児希望実現推進事業でございますが、障がいのある子

供たちが自立し、希望進路の実現や地域社会への参画を推進するため、特別支援学校の授

業改善に必要なＩＣＴ環境を整備しようとするものでございます。国の平成27年度補正予

算、地方創生加速化交付金に係る県申請事業の補正事業といたしまして、関係経費を２月

補正に計上したものでございます。いわて若者活躍支援・創生人材育成加速化事業は、岩

手の創生を担い、主体的に行動する人材を確保、育成することを目的に、ソフトパワーい

わて戦略推進プロジェクト事業や、本事業などを構成するものであり、本県における共生

社会、一億総活躍社会の実現と稼ぐ力の向上及び地域の活性化には障がい児の自立が不可

欠であるため、交付金事業として申請しようとするものでございます。 

 なお、事業費につきましては、障がい児の自立支援の促進のため、平成28年度当初予算

で計上しました特別支援学校自立活動充実事業のうち、タブレットの整備費、小中学部分

を計上しております。 

○斉藤信委員 これは、平成28年度当初予算にも計上しているし、今回の国の補正でさら

に追加してタブレットの整備をすると、そういうことですか。 

○民部田特別支援教育課長 はい、国の補正予算事業に申請しておりますが、当初予算に

計上しておりますのは計画どおり中学部分だけでございます。国の補正事業費として計上
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しておりますのは小学部、中学部、１、２ということで計上させていただいております。 

○斉藤信委員 最初からそのようにわかりやすく答弁してください。 

 それと、これは教育振興費ですけれども、奨学のための給付金支給事業、これは給付型

の奨学金だと思いますけれども、これは今年度7,800万円の減額補正ですが、どれだけを想

定して、実績はどういう見込みなのか。昨年度と今年度の実績を示してください。 

○菊池特命参事兼企画課長 奨学のための給付金でございますが、減額が7,800万円余と

なってございますが、これは当初4,000人を想定して当初予算を計上してございましたが、

実績は3,278人ということでございます。これにつきましては、人数とともに、お子さんが

第１子であるか第２子であるかによって支給額が大きく異なっておりまして、第１子につ

いては全日制公立高校の場合３万7,400円でございますが、第２子以降である場合には12

万9,700円ということで相当の差がございます。こういったことで、これは学年進行により

まして、本年度は１年生、２年生に支給してございます。ことしの予算編成に当たりまし

ては、昨年度１年生の実績をベースに、不足することのないように十分な額を計上させて

いただきましたので、支給対象者には漏れなく支給してございますが、こういった形の

7,800万円余の減額ということでお願いするものでございます。 

○斉藤信委員 これは、今年度からの実施でしたか。昨年度の実績というのはあるのでし

ょうか。 

○菊池特命参事兼企画課長 これは、昨年度からの事業でございます。昨年度は、１年生

のみを対象としてございまして、1,901人を対象にして支給したものでございます。 

○斉藤信委員 今は平成26年度について聞いたので、わかりました。 

 次に、187ページ、特別支援学校費、施設整備費で県立盛岡となん支援学校整備事業、こ

れは事業費の確定に伴って7,335万円の減額となっておりますが、一つは県立盛岡となん支

援学校の今の整備状況を示してください。 

 もう一つは、今回新しい校舎を整備することによって、現校舎と何がどう違うのか、変

わるのか、新しく改善させる点は何か、そのことをあわせて示してください。 

○宮澤学校施設課長 県立盛岡となん支援学校の新しい校舎の現在の整備状況でござい

ますけれども、昨年に暗渠をしましてから、現在基礎部分を工事してございまして、間も

なく躯体にかかるところでございます。 

 平成27年度の実績でございますけれども、これは当初予定の５％ということで計算して

ございましたが、実際は工程の見直しとか事業の調整によりまして、実績が3.1％になった

ことによる見込みでございます。これは、３カ年の計画で債務負担行為の事業でございま

すので、今年度、未実施だった部分につきましては、来年度以降に調整を図っていくとい

う状況でございます。 

 新しい県立盛岡となん支援学校の建物の主な特徴でございます。旧校舎、現行の校舎と

比べますと、鉄筋コンクリート３階建てという部分は同じでございますが、延べ面積が

9,276平米余ということで、現在の校舎よりも約１割ほど大きな校舎ということになります。 
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 主な改善点でございますけれども、現在の校舎に比べて１割程度のゆとりがございます

ことから、建物の中のキャノピー、廊下、あるいはスロープ、身障者用トイレ等の共用部

分のスペースが広くなってございまして、ゆとりのある空間となる予定でございます。 

 主な配慮等でございますが、今回建物の設計に当たりましては、多様なニーズを考慮し

まして、安全安心に使いやすいユニバーサルデザインを基本としてございます。さらに、

内装には木材を多数使用いたしまして、環境に配慮した明るさとゆとりのある空間の創出、

また障がい児の利用を考慮いたしまして、非常時の避難など防災部門へも配慮してござい

ます。 

 もう一つの特色といたしまして、県立療育センターと渡り廊下で接続できるということ

で、従前よりも物理的な距離が近くなっております。 

 それと児童生徒の利便の向上、それから県立療育センターの持つ医療、訓練機能の連携

強化というような面が、まず今回強化されるというようなことでございます。また、校舎

の屋内に暖房用ボイラーを活用しました水治療用の温水プールを設置いたしまして、肢体

不自由児用の運動学習と、外気の影響を受けない通年使用が可能なプールを利用するとい

うようなことが、今回の新しい施設の特徴です。 

○斉藤信委員 県立療育センターに併設するということで、これは本会議でも軽石議員が

重度障がい児、超重度障がい児の問題を取り上げていましたが、重度、超重度の障がい児

が県立盛岡となん支援学校を利用するということはあるのか。また、その県立療育センタ

ーに入所というのでしょうか、入院というのでしょうか、そこで治療している子供たちの

教育、これは県立盛岡となん支援学校が対応するということであれば、現在どのぐらいそ

れに対応して、今後の見通しはどうなのかも示していただきたい。 

○民部田特別支援教育課長 県立盛岡となん支援学校の教育を受ける児童生徒でござい

ますが、県立療育センターに入所している児童生徒につきましても、矢巾町に移転する県

立盛岡となん支援学校の教育の対象となります。学校のほうに通学できない場合につきま

しては、県立療育センターのほうに教員が出向いて授業を行うということになっておりま

す。 

○斉藤信委員 いやいや、今は実際どのぐらいの人数なのか。 

○高橋教育長 超重度、重度の子供たちについては、今、道路を挟んで県立療育センター

がございますけれども、そこに特別支援学校の分教室も設けておりまして、そこでの教育

を行っております。人数については10人以下なのですけれども、具体的な数字は調べて、

答弁させていただきたいと思います。 

○斉藤信委員 では、後でまた。 

 それで、県立盛岡となん支援学校が移転することになるわけですけれども、空き校舎の

活用について、これは昨年の９月ですか、関係者から成る活用検討委員会で知的障がい者

対象の新たな独立した特別支援学校の校舎として活用するという方向が示された。私は、

これは大変重要なことだと思うのです。盛岡市内にはみたけ支援学校しかないのです。そ
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ういう意味でいけば、新たにこの跡地を活用して、知的障がい者対象の特別支援学校を設

置するという方向は極めて重要だと思っていますが、この検討状況について。そして、３

年かかりますから、現実的にはそういうことなのですが、これは今の校舎を基本的に活用

できるものなのか、改修とか改築が必要なのか、定員はどの程度可能なのか、今の検討状

況を示してください。 

○民部田特別支援教育課長 県立盛岡となん支援学校移転後の空き校舎の活用について

でございますが、委員御案内のとおり、平成26年９月に岩手県特別支援学校ＰＴＡ連合会

会長などの関係者から成ります活用検討委員会で協議した結果、知的障がい者対象の新た

な独立した特別支援学校の校舎として活用するとの方向性が示されたところでございます。

具体的には、盛岡地域で小学部、中学部、高等部を設置した知的障がい者を対象とする特

別支援学校を２校体制とするものでございます。盛岡北部の児童生徒を盛岡みたけ支援学

校、盛岡南部の児童生徒を県立盛岡となん支援学校の空き校舎を活用した新設校に想定し

ているものでございます。 

 新たな県立盛岡となん支援学校の校舎の完成につきましては、平成29年10月の予定でご

ざいますので、その後の改修となることから、県教育委員会において平成28年度以降、こ

の方向性に基づいた具体的な施設整備等を検討してまいります。 

 なお、現在、肢体不自由児の学校としての施設設備でございますので、知的障がい者に

対応できるような若干の改修等も必要となると考えております。 

○斉藤信委員 これは大変大事で、みたけ支援学校はパンク状態なので、そして老朽化も

しているし、この方向は来年度から具体的に検討するということですが、いいことは早く

やっていただきたい。 

 最後になりますけれども、189ページ、学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援

事業費、これは3,776万円の減額となっていますが、恐らく被災地での学習支援ではないか

と思うのですけれども、これは今年度どう取り組まれて、減額になった理由は何なのか。

来年度の見通しも含めて示してください。 

○松下生涯学習文化課総括課長 学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援事業

についてでございますが、まず減額の主な内容でございますけれども、この事業におきま

しては、放課後子ども教室ですとか、学校支援地域本部、また先ほど委員御指摘の放課後

の学習支援等に取り組んでいる事業でございまして、各市町村等に委託して実施しており

ます。各市町村において地域コーディネーターですとか、そういう配置をやっているとこ

ろですが、そのコーディネーターが見つからなかったとか、実際にやってみると人が見つ

からなかったということなどが主な要因として減額となっているところでございます。 

 今年度におきましては、被災地の中高生の学習支援については、沿岸７市町村20カ所に

おいて行っておりまして、また放課後子ども教室につきましては、この委託事業を使って

行っているのは23市町村で113教室行ってございます。また、学校支援地域本部につきまし

ては、18市町村43本部となっております。来年度の実施見込みにつきまして、今現在各市
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町村の要望を取りまとめているところでございますが、基本的には同程度の事業で継続し

ていきたいと考えてございます。 

○斉藤信委員 被災した学校施設は、本格的に再建されたのは高田高校、船越小学校、あ

と一つぐらいあるでしょうか。まだ多数が再建整備をされていない、仮設にもまだまだ、

応急仮設に52％、ピーク時で残っていますから。私は、この学習支援というのは本当に重

要だと思いますので、コーディネーターが見つからずに、やりたくてもやれなかったとい

うことが来年度はないように、ひとつしっかり取り組んでいただきたい。終わります。 

○松下生涯学習文化課総括課長 少し前の質問に戻るのですけれども、いわての学び希望

基金を活用しました文化活動への支援というところで、平成27年度の実績、計画値3,551

名と、平成26年度実績と乖離があるということの説明が若干間違っておりまして、今年度

から岩手県中学校文化連盟ですとか岩手県高等学校文化連盟の参加費、会費についても補

助対象としたということから、計画値が大きくなってございまして、今年度の見込みにつ

きましても3,556名ということになってございます。以上、訂正させていただきます。 

○菊池特命参事兼企画課長 先ほどの斉藤委員に対する私の答弁中、奨学のための給付金

でございますが、平成26年度の実績1,901人と申し上げましたが、1,830人でございますの

で、訂正させていただきます。 

○民部田特別支援教育課長 先ほどの斉藤委員の御質問に対しましてお答え申し上げま

す。 

 県立療育センターの分教室に在籍しております平成27年度の児童生徒数は、10名でござ

います。内訳は小学部５名、中学部３名、高等部２名、計10名でございます。 

○小西和子委員 まず、小中高それぞれの教職員費のことでございます。沿岸部は震災か

ら５年を迎えようとしているのですけれども、子供たちの状況は、なかなかよい方向には

向かっていない。沿岸のある高校では、欠席日数が1.5倍で保健室利用が２倍になったとい

うことで、何とか加配を従来どおりつけてほしいという声も聞いております。 

 あとは、沿岸部の小学校なのですけれども、当時まだ言葉を発することのできなかった

子供たちが、今低学年になっておりますけれども、大変落ちつきがなく、１人、２人では

なくて、かなりの割合で落ちつかない子供たちが目立つということで、震災の影響が大き

いのではないかと言われているわけです。そういう中で、加配が減る減るといううわさが

乱れ飛んでおりまして、すごく心配しておりました。もちろん内陸のほうも大変ですけれ

ども、特に沿岸部には手厚く復興加配をしていただきたいですし、発達障がい等の支援を

要する子供たちというのが本当に顕著になってきております。ということから、まず今年

度の小中高の加配の実績、それと、もし確定しているのであれば、来年度の分もお伺いし

たいと思います。 

 それから、すこやかサポートにつきましても従来どおりなのか、その要件と実績、まず

今年度の分をお伺いして、来年度の分もよろしくお願いいたします。 

○佐藤小中学校人事課長 小中学校の復興加配についてでございます。今年度は、小学校
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115名、中学校85名、計200名の復興加配を実施したところでございます。決定ではござい

ませんが、過日の文部科学省からの通知によりますと、平成28年度に向けても同様の200

名の復興加配をいただけるという状況で、その内訳は現在のところ小学校は118名、中学校

は82名で配置を目指しているところでございます。 

 すこやかサポートについてでございますが、来年度に向けて少し増員を見込んでいると

ころでございます。特に来年度の特徴としては、いじめ、暴力等の生徒指導において課題

を抱える学校、12校をモデル校として、どういう対応をすれば、これらの課題に現実的に

対応していけるかということを、このモデル校を通して研究を進めていきたいと考えてい

るところでございますし、学校生活サポート、これは中学校のサポート事業になりますが、

これも20名程度増員の方向で考えているところでございます。この特徴としては、不登校

や別室登校等、あるいはいじめ暴力行為対応、各学校においてきめ細かい対応をすること

によって、子供たちの状況がより正確に把握できるようになったことから、これへの対応

を促進するということで増員を見込んでいるところでございます。 

○山形特命参事兼県立学校人事課長 県立学校の復興加配についてでございますが、今年

度は、高校の場合には沿岸地区15校に対して34人を配置しております。同じく特別支援学

校では３校に対して９人。それから、特別支援学校では内陸のほうに転校してきたという

児童生徒もございまして、２校に４名配置ということで、合計47名の配置をしてございま

す。来年度も同じ数の加配をいただけるということでございます。 

 なお、子供たちのケアということで、高田高校、大船渡東高校には昨年度より養護教諭

を複数配置してございますし、大船渡高校、釜石高校、宮古高校の定時制でも今年度から

29時間非常勤養護助教諭を常勤としてございます。 

○小西和子委員 ありがとうございます。ほっといたしました。 

 続きまして、179ページの児童生徒健全育成推進費、これはスクールカウンセラーという

ことでしたけれども、4,318万円ほどの減額補正になっております。これはどうしてかとい

うことと、今年度の実績、来年度はどうなるのかということをお伺いしたいと思います。 

○大林生徒指導課長 御質問の4,318万5,000円の減額の主なところになりますけれども、

スクールカウンセラーの配置の実績による減というようなことで、計画では71名のスクー

ルカウンセラーを配置するということだったのですけれども、やめる方もいらっしゃいま

すし、新規の部分で実際は64名の配置というところで、これの差によるものです。 

 あとは、スクールソーシャルワーカーにつきましても、15名の計画で行ったわけですけ

れども、結果的には14名というので、１名配置できなかったというところが主な減額の部

分であります。 

 来年度につきましては、スクールカウンセラーについても、24時間、巡回型等について

も現状を維持するべく、今、選考の面接等も行っておりますし、スクールソーシャルワー

カーにつきましては２名増というので、17名のところで、人材確保に努めているというと

ころでございます。以上です。 
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○小西和子委員 子供たちは、まだまだ心に傷を持ちながら日々生活しているということ

でございますので、手厚い対応に感謝申し上げます。 

 先ほど斉藤委員からも質問がありましたけれども、奨学のための給付金支給事業費とい

うことでございますけれども、低所得世帯ということであります。これの基準はどうだっ

たのかということをまずお聞きしたいと思います。 

○菊池特命参事兼企画課長 対象者でございますが、生活保護世帯のお子さん、それから

住民税、市町村民税の所得割が非課税の世帯のお子さんということでございます。 

○小西和子委員 わかりました。生活保護世帯だけではなくて、住民税のほうともリンク

しているのであればいいかと思いますが、生活保護というのは厚生労働省の発表ですと捕

捉率が二、三割ということで、残りの７割、８割は対象であるのに申請しなかったりして

いる家庭もありますし、田舎に行けば行くほどそうなのです。ぜひ本当に必要な生徒たち

の学びに役立てるようなものになっていただければなと願っております。 

 そこで、奨学金のことについては、予算特別委員会の総括質疑ではやりません。高校生

に係る奨学金の一覧表を頂戴いたしました。いろいろなところでやっていらっしゃるなと

思うのですけれども、問題は、給付型と無利子の奨学金をふやしていくことで、貧困の連

鎖を断ち切るということにつながるのではないかなと思います。先ほどの給付型支給事業

費のほかに、県として今後考えていくこと。それから、先日、連合岩手のほうからも要請

があったと思うのですけれども、大学生についても、県としても何らかのそういう給付型

とか無利子の奨学金とかを考えていただきたいという思いをみんな持っておりますけれど

も、そのあたり、財源がというのはあると思いますので、思いと見通しということを、や

はりこれは教育長にお願いいたします。 

○高橋教育長 奨学金制度はさまざまございます。高校生であれば、岩手県では岩手育英

奨学会のほうで奨学金を設けています。 

 大学生については、日本学生支援機構の奨学金が全体的には大きなウエートを占めてい

る。財源的にも、これは国全体の仕組みでございますので、それを活用しているという学

生が多いわけですけれども、基本は貸し付けでございますので、無利子貸し付けの枠と、

それから有利子の貸し付けがありますけれども、いずれにしても返還義務があるというこ

とです。 

 現在の経済状況を見ますと、就職してから低所得の世帯が始まるというような状況もあ

りますので、県といたしましては、これまで無利子奨学金のみならず給付型の奨学金を設

けていただくような要請をこれまでしてきております。何とかその実現に向けて、今後と

も努力していきたいと思っております。 

 それから、一方では民間企業でありますとか、それから大学でそれぞれの目的に沿った

給付型の奨学金もさまざまございますので、そういう情報提供をきちんと生徒たちにやっ

ていくということが極めて大事だと思っています。というようなことを含めまして、全体

的な奨学金、県独自で大学生に対する奨学金を設けるというのはなかなか難しいと思いま
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すけれども、国の仕組み等も使いながら、本県の生徒たちが十分に活用できるようなこと

を考えていきたいと思います。 

 それから、Ｕ・Ｉターンの学生を対象にした奨学金等のあり方については、現在、商工

労働観光部のほうで検討を始めているということがございますので、そちらのことも、我々

も十分その検討過程でかかわらせていただければなと思います。 

○髙橋但馬委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 ほかになければ、これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 以上をもって、教育委員会関係の議案の審査を終わります。 

 この際、何かありませんか。 

○名須川晋委員 私からは１点でございます。担当部、担当課がちょっとわからないので

すけれども、文化庁で日本遺産という施策がございます。実は、予算特別委員会の総括質

疑でしようと思っているのですが、平成27年度は、2020年までに全国で100カ所程度という

ことで、さまざまな文化的遺産をストーリーにして文化庁が選定をするということでござ

います。各事例を見ると、やはりいろいろなところに担当が分かれているので、もしかし

たら企画とか政策サイドかもしれませんが、文化財課もございますので、これについては

御存じでしたでしょうか。実際の担当窓口は、教育委員会ですね。 

 予算特別委員会のときにもやりますけれども、これが全国で100カ所となりますと、都道

府県で１カ所か２カ所となりますので、岩手県もこれの登録に向けて取り組んでいかなけ

ればいけないと私は思うのですけれども、残念ながら岩手県内には、今具体的な動きがな

いと私は認識をしておりますので、その辺で教育委員会のほうで新年度に向けて、これは

取り組むべき施策ではないかなと思うのですが、いかがでございましょうか。 

○斎藤文化財課長 日本遺産におきましては、文化庁が平成27年に設置した事業でござい

まして、昨年度が１年目ということで、岩手県のほうでは、義経と平泉をテーマに平泉町

が応募いたしましたが、残念ながら選外ということです。全国的には、今年度18事例が採

用になっています。岩手県としても文化財自体はそれぞれの市町村にあるわけなのですけ

れども、県としては文化財全体を総括しておりますので、日本遺産に、極力各市町村が応

募するよう強く働きかけてまいりたいと思っております。 
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○ハクセル美穂子委員 私から３点質問したいと思っています。 

 １点目は、県立の文化施設、美術館とか博物館の休館日についてお聞きしたいと思いま

す。今、博物館とか美術館は月曜日が休館日になっていると思うのですが、盛岡市周辺に

ある市立の文化施設の休館日もほぼ月曜日と火曜日ということで、文化施設が軒並み月曜

日にはお休みになっているというのが今の状況でございます。 

 小学校の運動会とか学習発表会がありますと、代休に指定されるのは大体月曜日なわけ

です。子供たちが休んで、では親も休んでどこかに行こうかといったときに、軒並み文化

施設が休みになっているというのが現状でございまして、市立のところをどうとかいうわ

けではないですが、県立の部分について、例えばほかの施設と重複しないように、平日で

もいろんな曜日にちゃんと子供たちが行けるような形で、休館日について検討していただ

いたらどうかと思っていますが、いかがお考えでしょうか、お願いします。 

○松下生涯学習文化課総括課長 県立美術館及び博物館の休館日についてでございます

が、現在それぞれの施設の管理運営規則によりまして、基本的には月曜日等を休館日とし

て定めてございます。当然、必要に応じて臨時に開館することができるというような規定

になってございます。 

 仮に、休館日を変更する場合でございますが、今までずっと月曜日休館でやってきてご

ざいますので、相応の周知期間が必要だということですとか、企画展の展示の作業期間の

確保の問題、また他県も月曜日の休館が多い状況になってございまして、巡回展等の展示

作業、連絡調整等に支障が生じること等の課題が考えられますので、今後アンケート調査

等に基づきまして、入館者のニーズを踏まえながら、休館日のあり方について研究してま

いりたいと考えております。 

○ハクセル美穂子委員 前向きに考えてくださるというような趣旨でいいですか。 

○松下生涯学習文化課総括課長 先ほど幾つか課題を挙げさせていただきましたけれど

も、まず来年度ということになりますれば、既にさまざまなイベント関係のスケジュール

ですとか、企画展のスケジュール等も既に決めておりますので、学校利用とか、学校側の

スケジュールも既に立っているという状況でございます。すぐにというのはなかなか難し

い状況でございますが、一般の方々、平日の利用がどんな状況にあるかということとかも

分析しながら、どのような対応が可能か検討させていただきたいと考えてございます。 

○ハクセル美穂子委員 前向きにということも、ちょっと入っているということでわかり

ました。ぜひ再来年度ぐらいまでにいろいろと検討していただけたらなと思います。 

 次に、二つ目ですけれども、博物館とか美術館という文化施設の活用についてというこ

とで、先ほども小西委員が貧困の連鎖みたいな話もされていましたが、貧困の連鎖は金銭

面だけではなくて、やはりそういう文化施設を使う機会も、貧困家庭だと少なかったりと

か、それから共働きの家庭だったり、母子家庭だったりすると、どうしてもそういった文

化施設に子供が行くということは家庭に依存してしまっているので、行けない家庭の子は

行けない、行ける家庭の子は行けるというような状況が、機会の格差みたいなものが広が
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っているように感じております。 

 そういったことも踏まえまして、今後は義務教育課程というか、小学校とかで、そうい

った何か調べ学習とかさまざまな社会科の学習とか理科の学習で、課外で文化施設に学校

でももう既に行っていますが、積極的に県立の博物館とか美術館といったような施設を使

うような取り組みをしていくべきではないかと考えております。これは、施設を運営する

側と義務教育課程の学校教育のほうと連携して取り組んでいかないとなかなかうまいぐあ

いには進まないと思いますし、そこで冬休み、授業日数とかの兼ね合いもあって、そうい

ったところに一日かけて行くのはちょっと大変だという現実的な問題があるとは思います

が、そこは冬休みとか夏休みを少し短縮してでも、そういった施設に子供たちが小学校の

ときにみんなが体験できるようなことも、これからは考えていくべきではないかと思って

おります。これから県教育委員会としても、市町村教育委員会などに働きかけていったら

いいのではないかと思っていますが、その辺についてのお考えをお伺いいたします。 

○藤岡義務教育課長 ただいま御指摘をいただきました授業等で施設等の活用と長期休

業等の活用についてでございますけれども、まず授業等で校外に出て学習する機会という

のは、主に総合的な学習の時間等で行われていると思うのですけれども、総合的な学習の

時間で校外を使う学習というのは、農業等の１次産業の体験学習、それから伝統文化等に

触れるための体験学習というのが多いのですけれども、例えば施設利用ということですと、

盛岡市の学校が盛岡市の先人記念館を利用したりとか、または総合的な学習の時間だけで

はなくて、社会科において地域の博物館を訪ねてみるとか、高校の授業で公共の図書館を

訪問しながら調べ学習をする、また理科でプラネタリウムを観賞する。または、学校全体

で特別活動と教科を関係づけながら芸術文化に触れるような音楽鑑賞とか演劇鑑賞という

ようなことにも取り組んでいるところでございます。 

 近年、県立博物館、美術館からも積極的に活用の情報発信がされておりまして、身近な

ところでは県立美術館が鑑賞のための学校支援のバスを出すというようなことも取り入れ

たりしているところで、学校教育において校外施設がこれまで以上に身近になっている状

況がつくられつつあると思っております。 

 特に総合的な学習の時間の中では、学習指導要領の中に外部との連携を必要としますと

いう項目がありまして、地域の素材や地域の学習環境を積極的に活用することということ

が配慮事項でも述べられておりますので、そういうことを踏まえながら、各学校では特色

ある教育を進めていると認識をしております。 

 長期休業の活用等についてですけれども、長期休業の設定につきましては、学校教育法

施行令に基づきまして設置者が行うということになっております。このため市町村立の学

校は当該市町村が定める管理運営規則等によって長期休業日が設定されているわけですけ

れども、ただ総合的な学習の時間等を実施するということについては、学習指導要領で特

質に応じて効果的な場合には、夏期、冬期等の休業日の期間にまとめてとることができま

すというようなこともうたわれているところでございます。例えば校長等が設置者に対し
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て休業日を授業日とすることをあらかじめ届け出るというような方法によりまして、実施

は可能と捉えております。 

 県教育委員会としましては、学校が主体的に特色ある教育を進めていただくために、こ

れまでも、家庭、地域と協働しながら、外部の方々のお力をかりて、施設等も利用して豊

かな教育を進めてくださいということをお願いしているところですけれども、学習指導要

領の趣旨に沿いながら、適切な学習を位置づける、計画的に取り組むというような要件を

満たしていただきながら、児童生徒の移動に当たっての時間の確保とか交通手段等、指導

面、安全面、両方に十分配慮しながら検討を進めていただいて、学校や地域の実情を踏ま

えて豊かな教育活動が実施できるよう、市町村と協力しながら、今後も指導、助言をして

まいりたいと考えているところです。 

○ハクセル美穂子委員 積極的な御答弁をしていただいたと思っております。 

 あと、県立図書館もとてもいい取り組みをしていらっしゃるのですが、実は調べ学習の

受け入れの件数をお聞きしましたら、平成26年度はゼロ件というような感じで、その前は

３件とか12件とかあっても、ことしはどうなっているのかわからないのですが、ぜひああ

いう大きな図書館が県の中にあって、ここで自分たちが調べようと思ったことが調べられ

るということを小学生の小さいときに学ぶということは、本当に大きくなったときに自分

の力でそこに行って問題解決をしたり、課題解決をするというようなところまで通じてい

くのではないかと思いますので、今後もぜひ積極的にやっていただきたいなと思います。

よろしくお願いします。 

 もう一点、最後に、外国語、英語指導助手のＡＬＴとＮＳのところについてお聞きした

いと思います。現在県立高校に配置されている外国語の指導助手という方は39名いらっし

ゃると思うのですが、そのうち12名がＡＬＴと呼ばれる方で、27名がＮＳ、ネーティブス

ピーカーと呼ばれる方だということを、この間お聞きしました。私が問題と思っている点

は、ＡＬＴは日本語の指導教官、英語の指導教官と一緒にチームティーチングができる方

で、ＮＳ、ネーティブスピーカーといわれる方は、業務が委託になっているので、同じ教

室の中にいても、主に教科を教えるのはネーティブスピーカーといわれる外国語の指導助

手であって、日本人の英語教員はサポートというか、直接こういうふうにやってくれとい

うような、そういうコミュニケーションをとることができないという部分です。 

 私は、英語力の向上のためには、子供たちの前で外国人の方と日本人が、このようにコ

ミュニケーションするのですよというのを先生同士がモデルで示すということがすごく重

要だと思っていまして、そういうコミュニケーションを見せるべき学校についてはＡＬＴ

を配置していると。それ以外のところはＮＳだと。スーパーグローバルハイスクールでし

ょうか、サイエンスではなくて、すごく力を入れているところについては、ちゃんとチー

ムティーチングができるようにＡＬＴ、それ以外のところはＮＳというのは、実はそれ以

外のところの子供たちのほうが、そういうモデルというかチームティーチングで、日本人

と外国人が話をしているのを見せたほうが効果的な学習ができる学校なのではないかと思
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っているのですが、このＮＳの運用について、今後このままＮＳ主導で指導するというふ

うな方針でいかれるのか、それとも委託の業務の形態とか、いろいろ契約の形態を変えて、

教室の中でチームティーチングができるような形に変えていくというような御見解がある

のかどうか、その点についてお聞きしたいと思います。 

○岩井高校教育課長 ＮＳのあり方についてでございますが、御指摘のとおり、現在、Ｎ

Ｓ27名を県立学校に配置して生徒の英語活動の充実に資するように努めております。ＮＳ

ですと業務委託の形式ですので、授業者はＮＳが中心となります。その中で生徒とのやり

とりを英語で行い、豊かな言語活動の充実に取り組んでいるわけですが、事前に業者を通

して指導案を示しておりますので、シナリオに基づいたやりとりは可能となっております。

ただ、その際には、確かに指示、命令にならないように注意しなければなりません。 

 そういう制約はありますけれども、ＮＳの活用によって生徒はコミュニケーションをと

ろうという意欲的な面がありますし、学校からも配置の希望が出ておりますので、生徒の

外国語能力の運用、活用する力については一定の成果が上がっていると考えております。 

 そして、ＡＬＴとＮＳの併用ですが、スーパーグローバルハイスクールとか、スーパー

サイエンスハイスクール、そういった独特な取り組みをしている学校は、一日を通じて、

英語の授業に限らず、放課後とかも英語のレポート作成等でＡＬＴの支援があるというこ

とが非常に有効になっておりますので、そういった学校にはＡＬＴを配置しておりますが、

ＡＬＴ、ＮＳ、それぞれ一長一短がありまして、ＡＬＴですと、８月配置で７月に任期が

切れると。年度の途中でかわるといった弊害があります。ＮＳですと４月に入って３月ま

での期限ということで、学校の暦上はＮＳのほうが非常に計画を立てやすい状態になって

おりますので、そういったメリット、デメリットを合わせながら、限られた状況の中で、

できるだけ多くの生徒に英語のコミュニケーション活動を体験させたいということで、い

ろいろ工夫して配置に取り組んでいるところです。 

○ハクセル美穂子委員 工夫して取り組んでいらっしゃるというのはわかっているので

すけれども、あともう一つ、ＮＳとＡＬＴの問題というか、ここですごく気になっている

のは、ＮＳの方が主導で指導しているのですけれども、ＡＬＴの方もＮＳの方も基本的に

は指導助手であって、大学で教育を勉強された方もいらっしゃるかもしれませんが、ほと

んどやっていらっしゃらない方が、英語が話せるということで来て、そういう業務につい

ていると思います。ＡＬＴの場合だと、ちゃんと日本人に対して英語を指導するという、

そういう教育課程を経た日本人の教員が主導になって教えるという形になってチームティ

ーチングができるのに、ＮＳの場合は日本人の教員は一歩引くというか、教育のバックグ

ラウンドがない方が指導に当たっているという点が、私は英語教育に対して本当に力を入

れているのだろうかという疑問点があります。英語の先生は先生ですから、日本人だろう

が、外国人だろうが、やっぱり教育のバックグラウンドがある方とない方との指導の方法

というのは、また違うと思いますので、その点について、力を入れている学校以外でもき

ちんとそういった英語教育が徹底できるように、もうちょっと工夫していただきたいと思
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います。 

○岩井高校教育課長 ＡＬＴ、ＮＳの指導力の向上につきましては、ＡＬＴについてもＮ

Ｓについても研修を行っております。ＡＬＴにつきましては、県の研修でございます。Ｎ

Ｓの研修につきましては、委託業者のほうで研修に取り組んでおります。傾向としては、

ＮＳの人たちというのは、必ずしも出身地の大学で教員としての免許というか、資格を取

った人には限らないのですけれども、ただそういう資格を持った方、あるいは教育に興味、

関心を持っている方がＮＳとして働いているということもあります。ＡＬＴについては期

間がありますので、ＡＬＴ経験者がＮＳとして配置されているところもありますので、そ

の辺の指導力の向上については業者もそうですし、こちらとしても向上に努めながら生徒

の外国語能力の向上に貢献できるように、何とか工夫してまいりたいと考えております。 

○ハクセル美穂子委員 ＮＳの委託先の会社でも、もちろん研修もされていると思います

し、ＡＬＴが来てからも研修はされていると思いますけれども、年に３回、４回、５回と

いう研修と大学４年間勉強してきた教員のスキルとを比べるということはいかがかと思い

ます。やはり日本人の英語の先生が主導で教えるべきであって、それに対しての助手とい

うか、コミュニケーションの模範を見せたり、本当の現地というか、ネーティブの発音を

聞かせたりするためであって、主な英語の授業は、やっぱり日本人の先生が主導でやって

いくべきだと私は思います。この問題は、県の高校だけではなくて、小学校で今度必修化

になりますとなったときに、結局ＮＳでやっているところはＮＳにだけやらせるというよ

うな事態になりかねないなというのを私はちょっと感じていまして、ＮＳだと、日本人の

先生がそこにいれば、あとはＮＳの方が主導でやればいいのでないかということになれば、

４年間勉強して教員になった方ではなくて、全く教育のバックグラウンドがない方が２年

間教えていって、それで本当に中学校と連携できるのか、そういうところにも関係してく

る問題だと思いますので、ぜひこの問題については、いろいろやり方はあると思いますの

で、研究していただきながら取り組んでいっていただきたいと思います。 

○川上教育次長兼学校教育室長 ＮＳの件についてでございますけれども、現在高等学校

の学習指導要領においては、英語の授業は英語で行うということになっておりまして、基

本的には日本人の英語教員が生徒を指導するという課程の中で、実際にネーティブスピー

カーと話をする場面を設定するという意味で、実際に外国へ行きますと、日本人が介在し

ない状態でネーティブスピーカーと話をしなければならないというような状態になります

ので、ネーティブスピーカーと直接話す機会を設定するという意味で設置したものでござ

います。 

 そして、ＮＳにつきましては、通常のＪＥＴプログラムのＡＬＴの採用要件と同等か、

それ以上に厳しい要件を課しておりまして、なおかつ先ほど話がありました、当初ＡＬＴ

は３年間が最長の雇用期間ということになっておりましたけれども、現在はいろいろ改善

されてまいりまして、中には５年間いることができるＡＬＴもおるのですけれども、１年

間で帰る方もおります。そして、３年間いる方もいるのですけれども、実際にＡＬＴとし
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ての経験がある方もＮＳとしては採用できますし、また雇用期間は、本人が望めば１年で

はなくて２年、３年というように延長することもできますので、そういうメリットを勘案

しながら、本県では併用というような形になったものでございます。 

 そして、スーパーサイエンスハイスクールとかスーパーグローバルハイスクールの学校

は、通常の英語の授業についてはチームティーチングという面では違いますけれども、英

語の授業のためというよりも、実際に研究とか、そういったことをやっておりますので、

そういう面で、例えばイレギュラーな時期の指導もありますので、そういう面で実際には

ＪＥＴプログラムのＡＬＴ、直接雇用しているＡＬＴを配置しているという状況でござい

ます。 

○ハクセル美穂子委員 おっしゃることはわかりますけれども、私は英語を勉強する日本

人の子供たちには、日本人の特性もあると思うのですが、どうやって話をしたらいいのだ

ろうというきっかけを英語の授業で与えるべきだと思っていて、それを題材として、日本

人の先生と外国人の先生が話している、自分もできるかもしれないと思うところを授業で

見せるということは本当に重要だと思います。英語を話せる人と英語を話せる人が話して

いるのは、テレビでもどこでも見ていることで、日本人が外国人と話をしているという、

そういうモデルを見せること、それを見せられるのは学校教育だと思いますので、その点

については、やっぱりもっと力を入れていただきたい。 

 ＮＳの方も指導の経験はあったとしても、もともと教育の勉強をしている人が教員にな

っているのに、ＮＳの方が主導でやればいいのだよというのであれば、英語に関してはそ

こは吟味しないのですかということになってしまうのではないかなと。そうではないと私

は思いまして、日本人の先生でも、英語で指導することとなっているのであれば、それこ

そ日本人の先生が英語でちゃんと指導できるような、そういった研修にももっと力を入れ

ていくべきだと思いますし、私の夫もアメリカ人ですけれども、英語がしゃべれるからと

いって指導できるというのとはまた違いますので、その点については、しっかりとこれか

らも取り組んでいただきたいと思います。 

○川上教育次長兼学校教育室長 誤解のないように申し上げておきたいと思います。 

 ＮＳが自分の思いで授業をしているのではなくて、学校がこういう教科書を使って、こ

ういうことをやってほしいということを示した上でやっておりますので、あくまでも主体

は教員であるということで御理解いただければと思います。 

 また、その指導法についてはさまざまありますので、例えばチームティーチングにつき

ましても、最初から最後まで日本人の英語の教員とネーティブスピーカーが直接やりとり

するのではなくて、場面によっては生徒としての参加はあり得ると。したがって、先ほど

話がありましたが、教員が英語の指導者であると同時に、英語の学習者としての姿勢を見

せるということも大事ですので、そういう場面も想定されますし、またデモンストレーシ

ョンが生徒であってもいいということですので、生徒を使いながらやるということも、工

夫しながらやっておるところでございますので、いずれ大変御造詣が深いと思いますので、
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御意見を参考にしながら高めてまいりたいと思います。 

○民部田特別支援教育課長 先ほど斉藤委員のお尋ねに対しまして、県立盛岡となん支援

学校の分教室の在籍数に誤りがございましたので、訂正させていただきます。学級数をお

答えいたしました。実際の児童生徒数につきましては、小学部10名、中学部７名、高等部

６名の23名でございます。訂正させていただきます。 

○千葉進委員 一つだけちょっと、先ほどの答弁の部分で気になるところがあるので、そ

れを先に聞きたいと思います。 

 先ほど斉藤信委員の質問の中で、県立盛岡となん支援学校が移転した跡地のところに知

的障がいのある子供たちのため、新設の支援学校をつくるというような話があったのです

が、前にこの委員会で私が質問したときも、そういう話でしたけれども、一つ確認させて

もらいたい部分があるのですが、確かに県立盛岡みたけ支援学校は、今、物すごい人数で

パンクしている状況はわかるのですけれども、安易に支援学校をつくっていいのかという

部分を危惧しているのです。要するに、今の時代を予想する中で、インクルーシブ教育。

昔でしたら、就学指導委員会というのがあって、完全にもう小学校はこっちだよ、特別支

援学校、昔で言えば養護学校というように、もう割り切られていた形の就学指導委員会だ

った。今はもう変わってきているはずですし、保護者の意向を十分尊重しながらというよ

うな形で、一般的な小学校に行くということがあっていいというような部分があるわけで

すので、県立盛岡みたけ支援学校がパンクしていて、新たに特別支援学校を南のほうにつ

くります、ですからもうこちらにお入りくださいというのではなく、やはりインクルーシ

ブ教育をしていくためにも、当然これは少人数学級にかかわっていけばもっともっといい

とは思うのですけれども、特別支援学校ありきでの就学指導という形ではないということ

だけをちょっと確認させてください。 

○民部田特別支援教育課長 インクルーシブ教育にかかわっての盛岡地区の特別支援学

校についてでございますが、インクルーシブ教育システム構築ということで、国が法律を

改正しましたのは通常学級、通級による指導、特別支援学級、それから特別支援学校、そ

れぞれ連続した学びの場を整備していくということでございますので、通学児童につきま

しては、それぞれ保護者、関係者の意見を総合的に判断しながら決定していくということ

で、あくまでも選択の幅を広げたということでお願いしたいと思います。 

○千葉進委員 まだまだ先のことではあるのですけれども、そこのところだけは確認させ

てもらって、ぜひインクルーシブ教育ということを広げながら、健常といわれている子供

たちにも、きちんとそういうことがわかるような形での学校教育というものを目指してい

ただきたいと思います。 

 今話したインクルーシブ教育ともかかわるのですが、少人数学級というのはあるべきだ

ろうと思っています。高校再編についての40人学級で話されていますけれども、そういう

中で35人学級を１学年ふやしたというのは非常に英断だと思います。大変ありがとうござ

います。ぜひ今後ともということで確認させてもらいたい。 
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 過日、新聞報道もありましたけれども、小学校１年生から小学校４年生まで、中学校１

年生の五つの学年が35人学級になった。それで、次は小学校５年生なのかなと思っていた

ところ、中学校２年生だったので、小学校５年生、小学校６年生、あるいは中学校２年生

の学級数というか、児童生徒の在籍人数、そういったところを考えながら算出したのだろ

うと思いますので、その経緯なども説明していただきたいと思います。 

○佐藤小中学校人事課長 算出の根拠でございますが、今年度の５月１日の児童生徒数、

学級数をもとに算出したものであり、来年度の実施については、直近でいえば11月１日の

起算日を想定して対象学級数を導き出したものであります。 

 日々児童生徒数は転出入により動いておりますので、私のほうも正確な児童生徒数を、

現在把握しておりませんが、試算した11月１日現在のものでありますけれども、小学校５

年生では対象学級が24学級、小学校６年生が31学級、中学校２年生が34学級になっており

ます。そして、もし中学校３年生で実施すれば41学級で、大体、中学校で40前後、小学校

で25から30前後の学級が対象になるということになってございます。 

○千葉進委員 小学校５年生が24学級、小学校６年生が31学級、中学校２年生は34学級と

いうことで、中学校２年生が一番多いのでしょうけれども、本当によく英断していただけ

たなと思います。 

 そして、欲を言わせてもらいます。今後の見通しはどうなっているのか。特にこれを判

断するに当たっては、県費のみならず、いろんなものがあってだろうと思うのですが、今

後の部分ということで。 

○佐藤小中学校人事課長 今後の見通しについてでございますが、まずは拡充する中学校

２年生において、きめ細かな指導により、生徒個々の成長や学校課題の解決に向けて効果

的な運用がなされるよう支援してまいりたいと考えます。 

 また、御指摘のとおり、他学年への拡充については、既に実施している学年の状況も勘

案しながら、その成果と課題を明らかにし、検討してまいります。 

 なお、本県においては来年度から中学校２年生への拡充を含め、少人数学級実施の財源

としては、国の基礎定数や加配定数を活用しておりますが、国が進める財政健全化の流れ

の中で教職員数の合理化が取り上げられるなどしており、この点について注視しながら、

学級編制の根本となる定数改善計画の早期実現を求めてまいりたいと考えております。 

○千葉進委員 ぜひそういう面で、独自でやれる県費というものが考えられるかどうかも

含めながら、今後拡充していっていただきたいと思います。 

 これも先ほど小西委員から話がありましたけれども、奨学金のことでお伺いしたいです

が、まず一つ目に確認させていただきたいのは、前政権において授業料無償化ということ

があったわけですが、その無償化の対象となっている学年は今でもあるのですか。そのこ

とをお聞きいたします。 

○滝山予算財務課長 現在、全日制は高校３年生、定時制、通信制は３年生、４年生まで

が不徴収交付金の対象となっております。 
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○千葉進委員 そうした場合、１年生と２年生は授業料を払っているという形になるので

すけれども、岩手県の県立学校の１、２年生で、授業料を本当に払っている、要するに年

収が九百何万円で払わなくていいというのがあったりするわけですので、実際に授業料を

払っているパーセンテージというのはどれぐらいあるのですか。 

○滝山予算財務課長 平成27年７月現在で授業料を支払っている方の率でございますが、

１年生全体の12.6％となっております。 

○千葉進委員 １、２年生ということでしょう、１年生、２年生、それぞれを合わせて12％

程度。 

○滝山予算財務課長 １、２年生の合計でございます。 

○千葉進委員 高校生の場合ですと、いろんな奨学金があって、授業料はそのように９割

近い生徒はなしということですからいいのですけれども、はっきり言いまして、高校を卒

業してからのほうが大変なのだということで、先ほど話があったわけですし、教育長から

も答弁いただきました。他部局への働きかけとか、あるいは市町村へという部分もあると

思うのですが、１点だけお願いしたいのは、高校の現場において、卒業する前に３学年の

生徒と保護者に向けて、進学する生徒に奨学金の説明会というのが行われます。４年間在

学すると、あるいは２年間在学すると、これぐらいかかりますよというような形であるの

ですけれども、今は非常に複雑になってきていまして、それがなかなか理解できない。特

に若い担当者だと把握し切れない。いわんや今回の住田町の例のように、町独自でいろい

ろやるというのがあったりしますので、大変お仕事が忙しいところ迷惑かとは思いますけ

れども、ぜひ県内のそういう市町村で奨学金についてどういうことをやっているよという

ような一覧表などを出し、担当者の説明会を県独自でやっていただければ非常に説明もし

やすい。なおかつ、大学とか専門学校の卒業後、その奨学金を返すのは大変だというよう

な状況がきちんとわかる説明といいますか、借りるのは仕方ないにしても、安易に借りら

れない、その後のこともあるのだというようなこともきちんと説明する側が言えるような

形で、教職員に対する奨学金を説明するための情報提供と同時に、説明の部分をぜひやっ

ていただきたい。奨学金苦で、はっきり言いますと、若い人たちが結婚できないというよ

うな場合も実際にあったりします。ぜひそういったところをお願いしたいという要望が２

点目になります。 

 最後ですけれども、高校再編について伺いますが、まずこの間、各地でいろいろ説明さ

れましたし、いろいろ御意見をいただいたと思いますので、どのような形で御意見を集約

しているのか、ここをまず１点お願いします。 

○木村高校改革課長 意見交換会など、意見の再編計画への集約ということでございます。 

 昨年12月に新たな県立高等学校再編計画案を公表して以降、本年１月８日から２月12日

まで計画案のパブリックコメントを実施したところでございます。その一環として、県内

９ブロックでの地域代表によります地域検討会議、そして県民の皆様を対象とした説明会

を行いまして、行政による出前説明会を開催し、870名の皆様の出席をいただき、意見を丁
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寧に伺ってきたところでございます。 

 現在このような御意見を含めまして、パブリックコメントに寄せられた意見を整理して

いるところでございます。約700件の意見をいただいており、この意見について、統合や学

級減に反対する意見もございますけれども、一部でございますが、再編計画の案の基本の

考え方としております地域の高校をできる限り存続させようとする考え方については、一

定の御理解をいただいているものと認識しております。そして、たくさんの御意見をいた

だいておりますので、引き続き意見を精査し、計画案の反映につきまして、現在総合的に

検討しているところでございます。 

○千葉進委員 そういう中で、もうきょうは３月３日になっていますが、３月末に成文化

するというような話になっているわけですけれども、進捗状況をお伺いしたいと同時に、

どれぐらい皆さんから出た意見が取り入れられるのかというのが非常に不安になっていま

す。特にも、その意見の中で私が気になっているのが、今、各学校で魅力ある学校づくり

をしようとしているときにこれが出された。魅力ある学校にしようとしている、その時間

的余裕が欲しいと言っている学校が地域には幾つかあると思うのです。そういったところ

に、どうお応えするつもりなのか、それが１点。そういう面でも、時間的猶予ということ

なのですけれども、財政面あるいは人数で、それは仕方ないだろうというのが結構あるか

と思うのですけれども、やはり人づくりだと。これからの若者、岩手県を背負って立つ若

者を育てていくという教育というように考えたとき、もっと金をかけてもいいのではない

かというような要望も出ているかと思います。特に、何度もさっきから言っているように、

少人数学級、35人学級とか30人学級というような形のものがありますので、その辺を含め

てちょっとお願いします。 

○木村高校改革課長 進捗状況についてということでございます。今、パブリックコメン

トに700件の御意見をいただいているということで、現在その内容を精査して対応の方向を

検討している段階でございます。魅力ある学校づくりのために時間が欲しいというような

御意見もいただいているということ等についてどのように応えたかというお尋ねでござい

ますが、そういった御意見も含めて、さまざまな意見への対応ということを総合的に検討

しておりまして、地域の理解を得られるよう、引き続き努力いたしながら、年度内の策定

を目標として作業を進めていきたいと思っております。 

 パブリックコメントの中で、その意見の内容、趣旨ごとに見てまいりますと、大まかに

70から80件程度の大きな意見というような形に整理できると考えております。主な意見と

いたしましては、計画案におおむね賛同する意見が20％程度ということで最も多く、統合

及び学級減に反対する意見も15％程度というところでございます。また、計画案に既に盛

り込まれているような内容について、修正が不要という意見もかなりの部分を占めており

ます。このように、いただいている意見の内容について十分検討しながら、そして生徒に

とってより望ましい教育環境の整備、充実というところを大事に考えた上で進めてまいり

たいと考えているところでございます。 
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○千葉進委員 はっきり言えば、もっと突っ込みたいところなのですけれども、そう言わ

ざるを得ないのかなというところはあります。それに伴って、魅力ある学校づくりをして

いくために教職員が一生懸命頑張って、保護者、あるいは同窓会とも話をしながらやって

いこうというときに、先生方、職員の人数が足りなくなるのです。そこら辺の加配、要す

るに交通手段についてはどうのこうのというのがありました。それは、後でまた別な際に

聞きますけれども、加配部分、ここだけはどう考えているのか、それがまず１点。 

 それから、もう１点、３月９日の入試で志願状況が出ています。今回対象となっている

学校が幾つかあって、それぞれ特徴があるような形になっているわけですが、県南のある

高校の場合は、定数よりも多くなっている。多分そこでは先生方が苦労して結論を出すの

だろうと思うのですけれども、そこへ助けるような言葉とかがないものかどうかというこ

とで、加配については人事課長だと思うので、最後のところを教育長、お願いします。 

○高橋教育長 直接お答えすることになるかどうかという問題もありますけれども、今回

の高校再編につきましては、これは東日本大震災津波の発災によりまして、計画していた

高校再編を凍結せざるを得なかった。また、それは県民の思いもそのとおりだったのです。

そういう事情の中で、御案内のとおり、各高校においては大方の、特に中山間地でありま

すとか、県北沿岸のそれぞれの学校を中心に、それぞれ定員割れを大きく起こしている。

こういう中で、教育の経営資源には、限りがある。ただ一方で、委員からお話を受けまし

たように、まさに教育は人なり、教育は人づくりだということもありますし、社会形成の

礎をつくっていくのは、これは教育だという強い思いを持ちながら、次代を担う子供たち

の高校教育の環境というのはどうあるべきかというのは、これはもう待ったなしの検討の

時期だというような基本的な認識を我々は持っております。 

 そういう中で、県民の皆様にとって高校の存在というのは極めて大きいということ、学

ぶ機会の保障というのは極めて大きいというようなことで、これは慎重に事を進めなけれ

ばならないということで、昨年度は、これからの高校教育の基本的方向をどうするかとい

う、その考え方を第三者委員会、検討会議をつくりまして、そこの中で御議論をいただき、

そしてまた各地域地域での意見交換も何十回と重ねてまいりました。そして、その方向を

定めつつ、本年度において、再度基本的な考え方をもとに、地域の皆様から意見を聞いた

上で、計画案を12月にお示しさせていただきますと。そして、その計画案に対して、また

御意見を頂戴して、３月を目途に成案を策定していきますという、この全体的な考え方に

ついては、この２年間一貫してそういう考え方を県民の皆様にきちんと話をしてきたつも

りでございます。 

 いろんな御意見をたくさん頂戴いたしましたので、今年度内といいますと今月中なわけ

でございまして、公表した計画案も県民の皆さんの意見をお聞きして、できる限り反映さ

せたつもりですけれども、なお多くの御意見をいただく。それを最終案の中にどう盛り込

むかというのを、今まさに具体的な検討をしているときでございまして、我々はこの検討

に拍車をかけて、何とか年度内にこれを計画として形にしたいと思っております。 
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 それから、委員からお話のありました個別の学校の課題は、さまざまございます。これ

は、教員数が少なくなるとか、選択教科が少なくなるということもありまして、それに対

して加配していきますと、今度は全体的な岩手の教育の中で数を要するということになり、

また新たな問題を起こしてくることもありますので、経営資源適正配分ということも十分

に置きつつ、現実の課題にどう向き合うかということで、これは各学校の状況を聞きなが

ら適切に対応していきたいと考えております。 

○斉藤信委員 それでは、最初に、私も中学校２年生まで35人学級を拡充すると、教育委

員長の演述で初めて聞いてびっくりでしたね。いいことはもっと早く知らせてもいいので

はないかと思うのだけれども、いろんな調整があったのでしょう。そういう点では、今、

中学校２年生まで拡充したというのは、今度の議会では一つの大きな出来事だったと思い

ます。 

 小学校５年生ではなくて中学校２年生への拡充と、このように決断された理由、背景、

この間の35人学級の取り組みをどのように受けとめて、そういう方向としたのかを示して

いただきたい。 

○佐藤小中学校人事課長 中学校２年生への拡充についてでありますが、普通に考えれば

小学校４年生までの段階を踏めば、小学校５年生、小学校６年生と、そして中学校１年生

に連結ということが一般的な考え方なのかもしれませんが、特にも中学校において、個別

に対応しなければならないような事案、また今の中学生の多様化、複雑化する中で、より

きめ細かに子供たちを見ていかなければならない状況が顕著だということで、優先的に中

学校２年生に35人学級を導入することが適切と判断したところでございます。 

○斉藤信委員 中学校２年生で、今、不登校がふえている。中１問題というよりは、実際

には中学校２年生で不登校がふえたり、岩手県にとってみれば、いじめ自殺事件というの

が２年連続で中学校で発生した。私は、そういう意味でいけば、中学校２年生で35人学級

というのは実情に合ったものなのかと思いますが、ぜひ小学校も５年生、６年生は、これ

また大変大事な時期でありますので、計画的な拡充をぜひやっていただきたい。東北各県

では、もうほとんど中学校までやっていますので、ある意味でいくと、岩手はまだおくれ

た分野ですから。そういう意味では、ぜひ計画的な拡充を求めたい。 

 二つ目に、いじめの問題についてお聞きしますが、一つは矢巾町の第三者調査委員会で

の調査の取り組みはどうなっているのか。もう一つは、矢巾町がこのいじめ問題を解決し

ていくということで、独自の取り組みも進めていますが、矢巾町の取り組みについてお知

らせいただきたい。 

○大林生徒指導課長 まず、矢巾町の第三者委員会の状況についてでありますけれども、

９月７日に第１回をやりまして、２月末現在で12回の委員会を開催し、この委員会の活動

といたしましては、生徒及び教員へのアンケートの集約、聞き取り調査、あとは遺族への

聞き取り調査を実施しているものと聞いております。 

 矢巾町の独自の取り組みといいますか、それぞれ学校ごとに集約してというような取り
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組み等をしていることは我々も把握しておりますけれども、そういう取り組みにつきまし

ても、各学校等の研修会もしくは会議等で紹介しながら、できるだけ、いじめの未然防止

もしくは早期発見、早期対応につなげていくように周知もしていきたいと考えております。 

○斉藤信委員 12回、かなり丁寧な調査が行われているなという感じがいたします。 

 それで、私は矢巾町の教育長からも何回かお話を聞いて、一つは、いじめというのは点

で見るのではないのだと思うのです。線であり、面なのだと思うのです。小さなことが継

続されて、それが子供にとっていじめになっていく。そこで矢巾町では、そういう小さな

ことを必ず記録して、ほかの教員も見られるようにするという、いわゆる情報の共有化を

やっております。 

 もう一つは、来年度予算ですけれども、いじめの相談員を配置して、そして学校の支援

をしていくということで、矢巾町自身は、かなりあの事件を教訓にして取り組んでいるの

ではないか。滝沢市とか矢巾町で真剣にやるのは、ある意味では当然なのですけれども、

大事なことは、これを本当に全ての学校のものにしていくということだと思うのです。そ

れで、私は本会議でも、どれだけの学校で研修されているのかと聞いたのですけれども、

校長とか指導主事を対象にした研修をやられているようですけれども、大事なのは全ての

学校で、全ての教員を対象にした研修なのです。いわば一人一人の教員が直面する問題な

のです。だから、そういう意味でいけば、学校単位で、まさに２年連続こういう事件が起

きたということは緊急事態、非常事態ですから、全ての学校が優先して、全ての教員が参

加できるような形で、滝沢市や矢巾町の教訓をしっかり受けとめて取り組んでいくという

ことが必要だと思うのです。全ての学校での研修という点でやられているのかどうか、お

聞きします。 

○大林生徒指導課長 平成26年度の問題行動等調査におきまして、さまざまな学校の取り

組みが行われております。その中で、県下の小中高、特別支援学校、全ての学校で研修会

をというような数字が挙がっているわけではないのですけれども、いずれ研修会というも

のをしっかりとセットして取り組んでいる学校、あとは職員会議等のさまざまな会議の中

で情報共有をしている、もしくは生徒会の取り組みをしているというようなこと等をさま

ざまな形で複数やっているというような現実がございます。ただ、今、委員御指摘の研修

会の実施等につきましては、今年度開催いたしました校長会議等でも、県立総合教育セン

ターで作成したいじめ防止マニュアルも活用しながら、ぜひ全ての先生方で研修をやるよ

うにということも話しておりますので、その取り組みについては今後も継続してやりたい

と思います。 

○斉藤信委員 矢巾町、滝沢市のいじめ問題で、一番の教訓は何か。教師がいじめを認知

できなかったという問題だと思います。ある学校では、いろんなトラブルがあったときに、

これがいじめかけんかかという、こういう対応がまだあるのです。私は違うと思うのです。

やっぱりいじめというのは経過の問題ですから、そこでいじめかいじめでないかというこ

とではなくて、経過の中でそういうトラブルというのをきっちり受けとめて、子供の変化
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をしっかり見ていく。いじめの認知というのは、そういうことなのだと思うのです。小さ

な変化を見逃さない。わかりやすく言えば、子供に寄り添うというか。 

 そういう形で、今、学校教育を変えていかないと、または教師が生徒に対する対応を変

えていかないとだめだと思います。だから、いじめをなくすという形式的なものではなく

て、子供の変化に教師たちがどう早く気づいて子供たちに寄り添った教育ができるのか、

ある意味でいけば、このことが私は今度の事件で問われた一番の中心的問題ではないのか

と思います。このいじめ認知の問題は、率直に言うと、マニュアルを見てもわかりにくい

です。だから、実践的にこの問題は解決するようにしていただきたい。 

 いじめの最後のところで、本会議でも取り上げたのですが、いじめによって不登校にな

ったという重大事案がありました。１年余が経過しているということですが、私は本来、

いじめ問題対策委員に、こういう事態もあったということはきちんと報告をして、必要な

指導、助言を受ける。必要な場合には必要な調査を行うということが必要なのではないか

と思って取り上げたのですが、これは今どう推移して、今後の見通しはどうなっているか

示してください。 

○大林生徒指導課長 今、委員御指摘の不登校につきましては、県立学校に在籍する生徒

が、いじめによって不登校になったという事案でございます。調査を行った結果でありま

すけれども、同級生から受けた暴力などのいじめの存在が明らかになっておりますし、今、

委員御指摘のいじめの認知を含めて、学校側の初期対応に大きな課題があったというよう

なことも明らかになっております。 

 現在、県教育委員会といたしましては、当該生徒の学校への復帰に向けて、学校ととも

に保護者と生徒の理解を得るべく話し合いを重ねているということでありまして、今後の

推移によりましては、委員御指摘があったようないじめ問題対策委員会における対応とい

うようなことも検討する必要があると考えております。 

 なお、本事案の経緯、対応等につきましては、開催時期は未定でありますけれども、次

回、来年度のいじめ問題対策委員会等におきまして報告をし、各委員から御意見をいただ

く予定としております。 

○斉藤信委員 わかりました。 

 次に、県営野球場の問題です。盛岡市議会でも取り上げられて、市が今新しい野球場を

整備するということで進めていますが、県営野球場も老朽化しているということで、県議

会でも議論になりました。県営と市営でそれぞれ整備するのではなくて、協力してといい

ますか、そういう協議も始まっていると聞いていますが、市は市で整備計画を持っている

ので、その時期も私はあるのだと思いますが、県営野球場、市営野球場の新たな整備、こ

れはどういう協議が行われて、現時点で示される方向性というのはどういうものなのか、

いかがですか。 

○八木スポーツ健康課総括課長 県営野球場につきましては、委員御指摘のとおり、老朽

化が進んでおりますが、現在、盛岡市営野球場を都南地区に移転するという計画を盛岡市
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が持ってございます。それに向けて、現在担当レベルで連携のあり方というものを詰めて

いる状況にございます。その内容によって、検討の方向を考えていきたいと思います。 

○斉藤信委員 連携のあり方を検討していく。このニュアンスは、できればもう県営、市

営を一つにして立派な球場をつくろうという方向なのか、その可能性について今検討して、

まだその方向性まで確認されていないということなのか。もうちょっと方向性が見えるよ

うに言ってくれませんか。 

○八木スポーツ健康課総括課長 盛岡市は、現在１万人規模の野球場建設を予定してござ

いまして、さまざまな関係者の中から、現在、老朽化した県営野球場の例もあるのですけ

れども、できればプロ野球を行える２万人を超えるような規模の球場を建設したいという

意向もあるということで、県と連携した形でその建設に向かっていきたいというのをいた

だいているところです。県としても、老朽化している球場でございますので、それに向け

て内容を詰めながら進めていきたいと思っております。 

○斉藤信委員 わかりました。それは大いに協議をして進めていただきたいと思います。 

 最後ですけれども、本会議でも議論になったドクターヘリのヘリポートを杜陵高校の敷

地に整備するという問題について、私もお聞きをしたいと思います。ヘリポートの整備、

その必要性は全く認めます、必要だと思います。問題は、学校施設、杜陵高校だけではな

くて、隣に上田中学校もあるわけですね。だから、その点では私はきちっと、この問題は

丁寧に、地域の方も、学校関係者も、中学校も含めて対応しないとだめだと思います。 

 本会議の議論では、二重サッシの防音対策を行って望ましい基準、これは学校環境衛生

基準を満たすように努めるということですけれども、学校環境衛生基準というのはどうい

う基準なのか。二重サッシで防音対策した場合に、どこまで騒音が抑えられるのか。夏に

なったらどうするのですか。これは、クーラーを設置するのか。夏は窓をあけるのですか

ら。だから、夏になったら、こういうところは全部クーラーを設置してちゃんとやるのか。

そういうこともきっちりやらないと。 

 岩手日報の投書に、もし進学校だったら、こんなことはなかったのではないかというよ

うな声もありました。だから、私はこの問題は本当に丁寧に、そして説得力を持って対応

しないとだめだと思うので、今のことについて、まずお聞きしたい。 

○宮澤学校施設課長 ドクターヘリのヘリポートの設置についてでございます。 

 まず、騒音の問題でございますが、本県が運用しているドクターヘリの騒音でございま

すが、100ないし150メートル離れた場所で、おおむね80ないし90デシベルの騒音となって

ございます。これは、地下鉄の電車内やバスの車内の騒音と同等と言われております。 

 これまでの実例に即して申し上げますと、花巻空港の滑走路の2,000メートル化の延長工

事に際しまして、昭和57年度に実施した花巻農業高校の遮音量測定調査によりますと、ジ

ェット機とヘリコプターの違いはございますけれども、防音対策、これは二重サッシ可能

ということでございますが、校舎内の各測定箇所におきまして、窓をあけた状態で90ない

し102デシベル、窓を閉めた状態で40ないし59デシベルということになってございまして、
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学校環境衛生基準、これは学校安全衛生法に基づきます学校が遵守すべき環境の基準とい

うようなことでございますが、これによる数値、窓を閉じている状態で50デシベル以下、

窓をあけている状態でおおむね50デシベル以下、これを満たしているものでございます。 

 なお、本県に近接して設置されている他県のドクターヘリのヘリポートの例によります

と、何カ所かございますけれども、青森県立中央病院のヘリポート、これは県立の商業高

校と県立若葉養護学校からそれぞれ110、130メートルのところにございます。あるいは、

山梨県立中央病院のヘリポート、これは県立の特別支援学校から30メートルと伺っており

ますが、これらについては、防音対策は行っておりません。 

 杜陵高校のヘリポートの整備につきましては、まずもって設計前に実際にドクターヘリ

を飛行させまして、校内の各地点におきます騒音の状況を測定したいと考えております。

その得られた結果をもとに、校舎に防音対策、これは二重サッシも含みますが、サッシの

追加でありますとか置きかえ、あるいは夏場の対策も含めまして、窓をあけられない、常

時温度が高くなりますと音楽室とかパソコンルーム、そういうところにはエアコンの設置

を検討したいと考えてございます。そうしたことによりまして、望ましい基準と考えます

学校環境衛生基準を満たすように努めてまいることとしております。 

 それから、委員御指摘のとおり、近隣の学校につきまして、実際に説明会を開催したと

ころでございます。昨年の暮れ、12月になりますけれども、保健福祉部のほうで近隣の学

校ということで盛岡一高、盛岡視覚支援学校、それから上田中学校につきまして、ヘリポ

ートの計画を説明してございます。また、一般の住民の方々につきましては12月23日、24

日の２日間、それぞれ説明をしております。若干、騒音等に関して心配される声はあった

と聞いておりますが、その時点におきまして大きな反対などはないと伺ってございます。 

 学校の関係者、ＰＴＡ関係者への説明等につきましては、昨年暮れの計画案の取りまと

めというようなところもございましたので、実際の開催が１月になってしまったというよ

うな点につきましては反省すべき点もあるものと考えてございます。 

 当初１月31日の説明会におきまして、さまざま騒音の問題、安全性等を危惧するお話も

いただきましたが、２月19日に実施した説明会におきましては、そういったものを話し合

いながら、この点につきましては今後改善していくということで、おおむね了解が得られ

たと思ってございました。 

○髙橋但馬委員長 執行部に申し上げます。 

 この際、進行に御協力願うため、簡潔によろしくお願いいたします。 

○宮澤学校施設課長 今後とも協議を重ねながら、そういった対策につきまして、万全を

期してまいりたいと考えております。 

○斉藤信委員 やっぱりきっちりした、例えば学校環境衛生基準というのは、50デシベル

以下だというのですから、この基準がしっかり守られるということを検証して示さなけれ

ばだめです。例えば、今度のヘリポートと東校舎の距離というのは、100メートル以下でし

ょう。これは向きもあるのですよね。高いところの音というのは、低いところと違ってか
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なり聞こえるのです。地上15メートルでしたか。高いところの音というのは、かなり届く

のです。岩手山演習場の演習なんて、私のところなんかばんばん聞こえますから。だから、

これまたそういう高さというのもあるのです。今実際に飛んでいるのだから、飛んでいる

場所に行って、例えば岩手医科大学にでも行って、その距離間隔をはかって、どのぐらい

なのかということと、あと本当に二重サッシでどのぐらい騒音が軽減できるのか。花巻農

業高校の話をしてもだめですよ、距離が違うのだから。 

 それと、今の話だとエアコンは各教室にきっちり整備するということですか。これは、

保健福祉部の予算でやるのでしょうね。そこはきちっとやると。なるほど。そういうこと

であれば、きっちりしたデータを示して、この基準はきっちり守られるということを示し

た上で、この話は進めるようにしていただきたい。教育長、よろしいでしょうか。そうい

うことできっちりやってください。 

○高橋教育長 盛岡地区のヘリポートの設置につきましては、これまでの話し合いの進め

方で慎重になったがゆえに、結果的に、さまざまな合意形成のプロセスについて御意見を

頂戴したということで、それについては我々は強く反省しなければだめだという話につい

ては、昨日申し上げました。 

 それで、騒音の関係ですけれども、学校の基準につきましては、これは国で定めている

基準ですけれども、一般的には頻繁にそういう環境にあるのは望ましくないと、これは基

準ですから、そういうものですけれども、今回のヘリコプターの頻度というのは、現段階

で考えているのは10日に１回程度ということでございます。そういう状況ではございます

けれども、何よりも安全を確保するというのは、最優先。そして、防音対策についてもで

きる限りの努力をしていくということで、今後また杜陵高校はもちろんですけれども、関

係課とも十分話し合いながら、そのような環境ができる限り確保されるようなことを、我々

も深くかかわっていきたいと思います。 

○髙橋但馬委員長 １回休憩します。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○髙橋但馬委員長 再開いたします。 

 この際、10分間休憩いたします。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○髙橋但馬委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

○小西和子委員 私も最初に、少人数学級の今後の見通しということでお伺いしたいと思

います。 

 私も中学校２年生の少人数学級拡大ということは、本当にびっくりしました。おおっと

思って。教育委員長が最後だと思って、置き土産かなとうれしく思いました。中学校の学

校現場は、教職員も生徒もすごく忙しいです。息つく暇もなくということなので、学校現
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場は喜んでおります。ありがとうございます。 

 ですけれども、一方で、中学校２年生から中学校３年生に移るときに、基本的にクラス

がえはしません。中学校現場経験の皆さんはうなずいておりますけれども、なぜならば、

修学旅行の取り組みとかもありますし、体育祭の取り組み、生徒会活動の取り組みなんか

も学級単位で行うわけですので、さまざまな不都合が生じるということです。現在でも本

当に無理をして小学校１年生から中学校３年生まで学級数を合わせて、そうやって学校経

営をしている学校もあるわけですけれども、それはごくごく限られた学校であります。 

 そこで、仮に中学校２年生から中学校３年生でクラスがえをしない選択をすれば、職員

数は中学校２年生から中学校３年生で減るわけでございますので、授業時数が大幅にふえ

ますし、クラス担任を置くということから多忙化が加速するということは必至であります。 

 ちょっとその前に一つ確かめたいのは、中学校２年生で少人数学級を実施するとなった

場合に、何人、人的配置がプラスになるのかということも確かめておきたいと思います。 

 現場からの切望でございますけれども、ぜひ2017年度には中学校３年生まで拡大してい

ただければ本当にありがたいと、皆さん口をそろえて言っております。見通しについてお

伺いしたいと思います。 

○佐藤小中学校人事課長 初めに、中学校２年生で35人以下学級を実施した場合に増加す

る教員数ということでございますが、先ほど申し上げました11月１日で起算すると、対象

学級が34学級ということで、これを配当数に合わせると、約50名程度の担任が必要である

と試算しております。 

 少人数学級実施の今後の見通しについてでございますけれども、御指摘のとおり、中学

校２年生から中学校３年生に進級する場合、学級編制がえを行うことなく、そのまま持ち

上がることが通常であり、再来年度、中学校３年生へ拡充を求める声が同時に聞かれてい

くことは承知してございます。先ほどと同じ内容を繰り返すことになりますけれども、国

における財政健全化の中で教職員定数の削減が取り上げられるなど、まだまだ不透明、不

安定な部分があることから、その部分については今後も注視しなければならないと考えて

おります。いずれ中学校３年生への拡充については、これらの状況を総合的に勘案し、検

討してまいりたいと考えております。 

○小西和子委員 よろしくお願いいたします。 

 では、次に移らせていただきます。次は、小中学校教職員の労働安全衛生体制でござい

ますけれども、今年度採用の初任者の病気休暇、そのうちでも精神疾患のことを主にお伺

いしたいのですけれども、そこまでは至らなくても体調不良ということが聞こえてきます

けれども、その実態と理由、県教育委員会はどのような対応を行ったかということについ

て、まずお伺いします。 

○佐藤小中学校人事課長 初任者の病気休暇や体調不良の実態と理由についてでござい

ますが、今年度、病気休暇を取得した初任者は、中学校教諭３名、小学校養護教諭１名の

計４名でございます。理由につきましては、生徒指導上の対応に悩んだり、仕事がたまっ
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てというようなこと及び身体的疾患から精神的疾患に及んだもの等でございます。ここ数

年不適応傾向を示す初任者がいることから、中間期、半年過ぎたところで全ての初任者の

勤務状況を把握し、学校、市町村教育委員会、教育事務所が情報を共有し、必要に応じて

対応してきたところでございます。今後一層、個々の状況をきめ細かに踏まえながら、早

期に適切に対応できるよう努めてまいります。 

○小西和子委員 そのうちの１人は退職しましたね。難関を突破して、夢と希望を持って

就職したにもかかわらず、そういうことになったというのは本当に無念だったと思います。 

 実は、何代か前の教育次長の娘さんも教員になりたいと言ったのだそうですけれども、

やめろと言ってとめたそうです。とてもとても今の学校現場は忙しくて対応できないから

やめろと言ったというから、だったらちゃんとやれるように変えてよと私は言ったのです

けれども、そのくらい、一番、県教育委員会の皆さんが御存じだと思いますが、すごく大

変な状況であります。 

 学校現場でのフォロー体制と管理職の役割についてお伺いいたします。管理職のマネジ

メント研修の充実が必要と思われますけれども、実態をどう把握し、今後どのように取り

組んでいくのか。このようなことを繰り返さないためにも対策が必要だと思いますけれど

も、あわせてお伺いいたします。 

○佐藤小中学校人事課長 管理職のマネジメント研修に係る初任者の実態の把握、今後の

取り組み対策等についてでございます。管理職のマネジメント研修の充実についてであり

ますが、初任者の育成については管理職のリーダーシップによるところが大きく、学校の

組織体制の中で充実した研修を進めることが重要であると考えます。多くの初任者の育成

が順調に進められている一方で、先ほどおっしゃられたとおり、病気休暇となる初任者も

いることから、予防的かつ実効的な対応が求められていると認識してございます。ついて

は、管理職を対象とした新任研修講座や、地区ごとに実施される研修講座において、安定

した職場環境の構築や教職員へのメンタルヘルス等、教員の状況を丁寧に捉えながら、き

め細かに対応していく力を重視した内容になるよう研修会を吟味してまいりたいと考えま

す。いずれ効果的な人材育成につながるよう検討してまいりたいと考えます。 

○小西和子委員 実は、盛岡市内でも初任者の方が、余りの大変さに何日間か出勤できな

いということがあったのです。朝起きても動けない状態ですね。ですけれども、そのとき

は同僚の方が気がついてフォローして立ち直りました。管理職ではなかったのです。管理

職は全然です。はっきり言って腹が立ちました。そこをやるのが管理職手当分だと思いま

すので、しっかりと管理職のそういう指導力といいましょうか、フォロー体制を確立する

ことと、管理職の役割ということを十分に皆様方で研修をさせていただきたいと思います

し、自覚をさせていただきたいと思います。大事な大事な初任者を退職に追い込むなんて

いうことは、本当にあってはならないことです。 

 そこで、初任者研修、２年研修、３年研修と官制研修があるのですけれども、メンタル

ヘルス研修についてはどのように行われているのでしょうか。県立のほうでは、専門家が



 57 

講師になってそういう研修を行っているということでございますけれども、義務教育のほ

うはどうなっていますか、お伺いします。 

○今野教職員課総括課長 初任者のメンタルヘルス研修でございますが、今年度までにつ

いては、小中学校の教職員につきましては各教育事務所の単位で、内容につきましても教

育事務所ごとに行っているということでございまして、一部につきましては保健師ですと

か臨床心理士による研修もあるわけでございますが、全てではないということでございま

す。これは、平成28年度以降については見直したいということで、全ての初任者に対して

総合教育センターで実施される初任者研修におきまして、保健師等の専門家による講義を

実行させることといたしたいということでございまして、メンタルヘルスについての正し

い知識をできるだけ早く身につけていただいて、心身の健康の促進、それにつなげてまい

りたいと考えているところでございます。 

○小西和子委員 よろしくお願いいたします。教育事務所ごとに指導主事が講師になって

いる現状ということが伝わってきておりますので、見直しをよろしくお願いします。 

 このように心身の疾患になるというようなことは初任者に限ったことではなくて、教職

員全般にも当てはまることで、本当に普通に働いていてもすごくしんどいというような訴

えが、私が学校現場に行くと、そういうときに訴えられます。 

 県教育委員会は、市町村や学校に対して安全衛生体制の構築、地方教育委員会と学校に

安全衛生委員会をつくることを進めるように通知してくださいましたが、３月に設置状況

把握の調査をすることになっているということですけれども、その実態はどうなっている

のでしょうか、お伺いいたします。 

○今野教職員課総括課長 労働安全衛生体制の整備ということでございますが、昨年の３

月から職員団体とのいわゆる協議の場で議論を行ってまいりまして、それを踏まえて、昨

年の８月に市町村教育委員会に対して、いわゆる職員から意見を聞くための場を定期的に

設けていただきたいということでお願いをしたところでございまして、今月中旬にその整

備の状況について調査をさせていただく予定でございました。 

 調査につきましてはこれからということでございますが、幾つかの市町村教育委員会に

おきましては、具体的な準備も始まっているということで伺っているところでございます。

いずれ今後調査をやらせていただくわけですが、結果については個別にしっかりと把握し

た上で、体制の整備に向けて適切にアドバイスしてまいりたいと考えているところでござ

います。 

○小西和子委員 学校までおりていないというような声も聞こえております。ストレスチ

ェックが始まりますので、ぜひそれに期待したいと思います。 

 それでは私も、学校敷地内にドクターヘリのヘリポートを整備することについてお伺い

したいと思います。まず、県教育委員会に保健福祉部のほうから話があったのはいつなの

かということと、あと県立中央病院につくれない理由というのを丁寧に話をされたのです

けれども、やっぱり説明会のときでも、この理由では不十分だというような声もあります
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し、多分この方は専門家だと思うのですけれども、屋上に設置できない根拠の数字がおか

しいとか、工法等を工夫すれば十分設置可能であるという声もあります。県立中央病院ま

で300メートル搬送するのだと思います。きっと、300メートルのために、わざわざ救急隊

を出動させるというように説明されたのですね。私たちにはそういう説明はなかったので

すけれども、そういうことまでして杜陵高校の敷地内に設置するのはおかしいのではない

かというような御意見があります。複数の業者とか専門家からの知見を得て再検討してい

くべきではないかと思います。 

 きのう小野寺好議員が一般質問の中でも触れておりましたけれども、立体駐車場のとこ

ろにつくったらいいだろうと何年も前から言っていたのです。多分それはそこでオーケー

ということで話があったのだと思うのです。だけれども、今回は不時着するスペースもな

いから。周りに駐車場がいっぱいあれば不時着できますし、校庭もありますから、あそこ

で十分だと思うのですね。だから、何で杜陵高校の敷地ありきなのかなと思いましたし、

あと杜陵高校の格技場東側空き地にする場合の不時着の場所というのはどこだと説明され

ているのでしょうか。このこと、皆さん、すぐわかりますか。わからないことはわからな

いということで結構ですけれども、やっぱり考えれば考えるほど疑問が湧いてくるのです。

そこまで何かおわかりだったらお願いします。 

○宮澤学校施設課長 まず、杜陵高校へのヘリポート整備について保健福祉部から話があ

った時期でございますが、これは昨年の４月でございます。 

 それから、ヘリポートの県立中央病院の敷地内におきます検討経過でございますが、こ

れは保健福祉部のほうの所管でございますので、概略しか承知してございません。 

 まず、県立中央病院の敷地で11カ所、それから杜陵高校の敷地につきましては３カ所、

計14カ所の考えられる地点を選定いたしまして、その場所について専門家を交えていろい

ろ検討したと伺っております。その中におきましても、先ほどもございました、建物の強

度不足、あるいは病院の建物に近過ぎるため航空法をクリアできない。それから、危険物

のために消防法に抵触する。あるいは、校舎に余りにも近いというような場所もございま

した。そうしたことで、なかなか適地が得られないというようなことでございました。そ

して、今回、杜陵高校の校舎裏の格技場の東側の地点ということに最終的になったという

結果でございます。 

 それから、不時着場のことでございますけれども、これも私のほうでは詳細は承知して

ございませんが、いずれ離発着のときの、本当に万が一の不時着というようなことで、空

き地とか、それから林とか、そういう人のいない場所を確保する旨を航空法の規定で定め

られていると聞いておるものでございます。 

○小西和子委員 立体駐車場の屋上等は、不時着場が確保できないと言っているのですけ

れども、近くに杜陵高校の校庭があるのですよね。だから、十分だと思いますし、あと強

度不足と言っているのですけれども、これは説明会に出た方も言っていますけれども、や

ろうと思えば、そこは補強できると考えまして、何となく最初から杜陵高校の敷地内あり
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きという感じです。それで、教育施設の敷地内という例は、全国初ということですから、

これが前例になっては絶対いけないなと思って、最後までしつこく質問しようと思ったわ

けです。 

 私が心配しているのは、専門家がいますけれども、杜陵高校在籍の生徒がどんな実態な

のか。不登校等で転入してきた生徒もいるでしょうし、あとはいろんな発達障がいの生徒

もいるやに聞いております。その生徒の実態と、生徒への影響についてはどのように受け

とめて、把握しているのか。あわせて、通常の授業を行うための対策は、先ほどは二重サ

ッシとか何とか言っていますけれども、それだけではないと思うのです。実際、私も近く

でドクターヘリが飛ぶのを見てきました。やっぱりかなりうるさいです。たまたま見に行

っているときに出動の連絡が入ったので見られたのですけれども、そういう中で大変だろ

うなと思います。私が担任をしたことのあるアスペルガー症候群の子供は、ほかの障がい

を持っている生徒もだと思うのですが、音にすごく敏感なのです。もう怖がって怖がって、

パニック状態になるのです。そういう生徒がいるかどうかはわかりませんけれども、実態

と影響、授業の対策についてお伺いします。 

○宮澤学校施設課長 まず、杜陵高校在籍者の実態でございますけれども、平成27年度５

月１日現在におきまして、定時制が124名、通信制のうち、日、月、水曜日に通学する受講

登録者が169名となってございます。このうちドクターヘリが運航される昼間の時間帯には、

定時制のうち１部及び２部の生徒、これは最大110名でございますが、そういった数の生徒

が在校すると考えております。 

 在校生徒について懸念される影響でございますけれども、これはヘリコプターの飛来に

より通常発生する騒音による影響のほかに、例えば生徒の中には、御指摘のとおり、注意

欠如多動性障がいでありますとか、アスペルガー症候群等のいわゆる自閉症スペクトラム

の特徴を持つ、いわゆる特別な配慮を要する生徒がいらっしゃいます。これらの生徒にお

きましては、御指摘のとおり、不意の大きな音でありますとか、光に敏感であるというよ

うなことが予想されるところでございます。また、患者の搬送経路ということで、救急車

が走行するといったようなこともございますので、こういった音とか光の関係が問題のよ

うであり、これらに対する対応が必要と考えられるところでございます。 

 ヘリポートの整備に際しまして、まず設計前に騒音の測定をするというのが、先ほど示

した基本でございますが、そういった特別な配慮を必要とする生徒に対しましては、例え

ば事前にドクターヘリが飛来する可能性がありますということを繰り返し丁寧に説明する

というようなことが、まずもって必要と思っております。あるいは、実際に患者の搬送と

いう段階になりますと、例えば何分後にドクターヘリが飛来しますといったようなことで、

具体的な情報をその都度正確、的確に伝達するということで、ヘリコプターの飛来が不意

のものにならないように配慮するというようなことが必要かと思っております。 

 また、万一パニックということになりますと、それに対応するために、スクールカウン

セラーの活用でありますとか、県立中央病院の精神科の協力につきましても、現在検討し
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ておるところでございます。 

○小西和子委員 そういうことまで子供たちに強いて、ここにつくらなければならないの

かと思って、本当にため息が出ます。 

 盛岡視覚支援学校も近くにあるわけですけれども、生徒に与える影響と、そのような事

業を行うための対策をお伺いします。日常と同じようにと前回説明されたのですけれども、

ドクターヘリが飛ぶのは非日常でございますので、音を頼りに生活をしている生徒たちな

のです。そのことをまずお聞きしたいと思います。 

○宮澤学校施設課長 県立盛岡視覚支援学校の生徒に与える影響ということでございま

すけれども、視覚支援学校でございますので、聴覚に依存した学習のウエートが高いわけ

でございます。そういったことから、騒音の防止については特に配慮しなければならない

事柄と認識してございます。県立盛岡視覚支援学校でございますが、杜陵高校に設置を計

画していますヘリポートの進入経路に当たっていますけれども、学校の上空通過時のヘリ

コプターの高度でありますが、最低でも60ないし40メートルと見ています。上空をごく短

時間で通過し、頻度につきましても、想定されるのは10日に１遍ということでございます。 

 また、杜陵高校からの水平距離も約400メートルということでございますので、騒音の影

響というのは最小限ではないかと想定していますけれども、今後杜陵高校の実測データを

参考としながら、県立盛岡視覚支援学校におきましては、騒音の状況調査をするなどいた

しまして、学校を含めて保健福祉部と協議を重ねまして、必要があると認められる場合は、

その対策につきまして、保健福祉部のほうに実施を要請してまいりたいと思います。 

○小西和子委員 最後まで、文教地区の生徒たちの教育の妨げにならないような進め方を

していただきたいと思います。 

 最後に、発達障がい等の支援を要する児童生徒の指導についてでございますけれども、

学校を訪ねていきますと、それが今一番の課題です。もちろん発達障がい等の支援を要す

る生徒たちの学習権、そのほかの子供たちの学習権もあります。教職員、中には暴力を振

るうような子供たちもいますので、本当に生傷が絶えないといったこともあります。普通

学級だけで結構ですので、県教育委員会として、県全体の支援を要する子供たちの実態を

どのように把握し、どのような取り組みを行っているか、まとめてお伺いします。県教育

委員会が中心となって、関係機関と連携して組織的に取り組むべきと考えますけれども、

いかがでしょうか。 

○民部田特別支援教育課長 発達障がい等の支援を要する児童生徒について、まず実態の

把握についてでありますが、県教育委員会では毎年度、公立の小中学校と高等学校を対象

といたしまして、発達障がいを含む障がいのある児童生徒の実態調査を実施し、その実態

把握に努めているところでございます。この調査結果を踏まえまして、高等学校において

は特別な支援が必要な生徒の多い学校へ特別支援教育支援員の配置や、特別な支援を必要

とする生徒への指導支援の充実と、校内での支援体制の整備を目的といたしまして、教職

員を対象とした研修を当該校で行うなどの取り組みをしております。 
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 また、各地域の特別支援教育環境の向上を目的に、特別支援学校のセンター的機能を生

かした幼稚園、保育所、小中学校への継続型訪問支援や、小中学校と高等学校に配置して

おります特別支援教育支援員の地域別の合同の研修会を実施するなどの取り組みを行って

いるところでございます。 

 また、関係機関との連携した取り組みについてでございますが、県教育委員会では保健

福祉部と連携し、保護者団体、医療関係者、学識経験者などで構成する発達障がい者支援

体制整備検討委員会、広域特別支援連携協議会を設置しまして、発達障がい者の自立や社

会参加に向けた支援体制等の検討を行っているところでございます。委員会におきまして

は、学校教育段階から成人期までの一貫した発達障がい者への総合的な支援という観点か

ら、教育委員会、保健福祉行政、それぞれの取り組みに関し助言等をいただくなど、支援

の充実と関係機関との連携の強化が図られているところでございます。今後とも、同委員

会を通じて支援体制をさらに充実してまいりたいと考えております。 

○小西和子委員 これで終わりにします。県立療育センターに相談に行っても、二、三カ

月は児童精神科の医師に会えない。もう御存じだと思いますけれども、なぜならば、１人

だからです。県立南光病院とかけ持ちなので、新患は受けていない。お二人だったが、お

一人の方は郷里のほうに帰られたということですから、児童精神科の招聘を急がなければ

ならないのではないかと思います。 

 それから、県発達障がい者支援センターもいっぱい、施設もいっぱい、小学校から18歳

までですので、あきがないということで、本当に子供たちの行き場がないということにな

っておりますし、やっぱり指導体制をしっかりと構築して、受け入れ先、それから相談先、

そういうことを県教育委員会が中心になって、ぜひつくっていただければと思います。以

上であります。 

○髙橋但馬委員長 ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 なければ、これをもって教育委員会関係の審査を終わります。教育委

員会の皆様は退席されて結構です。御苦労さまでした。 

 次に、総務部関係の議案の審査を行います。 

 議案第84号平成27度岩手県一般会計補正予算（第５号）、第１条第２項第１表歳入歳出予

算補正中、歳出第10款教育費のうち総務部関係を議題といたします。 

 当局から提案理由の説明を求めます。 

○佐藤副部長兼総務室長 議案第84号平成27度岩手県一般会計補正予算（第５号）のうち

総務部関係について御説明申し上げます。お手元の議案（その４）の８ページをお開き願

います。 

 10款教育費のうち１項教育総務費、次のページに移りまして、８項大学費及び９項私立

学校費が総務部関係の補正予算であります。詳細につきましては、便宜、予算に関する説

明書により御説明申し上げますので、予算に関する説明書の179ページをお開き願います。 



 62 

 10款教育費、１項教育総務費、４目教育指導費のうち、総務部関係は記載を省略してご

ざいますが、いじめ防止対策推進費に係る国庫補助金の交付決定に伴う財源整理がござい

ます。 

 それから、194ページをお開き願います。８項大学費、１目大学費は1,919万9,000円の減

額補正でありますが、公立大学法人岩手県立大学運営費交付金は、県立大学が被災学生に

対して行う授業料等減免額などの確定によるものであります。 

 195ページの９項私立学校費、１目私立学校費は２億1,620万2,000円の減額補正でありま

すが、私立高等学校等就学支援金交付金の減や私立学校運営費補助の増など、事業費の確

定によるものであります。 

 以上で説明を終わります。よろしく御審議くださいますようお願い申し上げます。 

○髙橋但馬委員長 ただいまの説明に対し、質疑はありませんか。 

○斉藤信委員 194ページの県立大学の運営交付金が1,919万円余の減で、今、授業料減免

等の確定によるという話がありましたが、授業料減免の実績を示していただきたい。これ

は、災害関係のこともあると思うから、東日本大震災関係とその他の減免があると思いま

すので、減免の実績、前年と比べてどう減ったのか、ふえたのか。 

 あわせて、現在の直近の就職内定状況はどうなっているでしょうか。そのうち県内就職

はどうなっているのか。 

 三つ目に、岩手大学もそうですけれども、先日、県内業者の就職説明会が行われました

ね。百数十社、県立大学には来たということですが、その県内中小企業との連携というか、

そういうことも含めて示していただきたい。 

○藤澤総務室管理課長 １点目の減免の実績でございますけれども、まず被災学生の分に

ついて、今年度の実績でいいますと、授業料、それから入学料とございますが、合わせて

4,897万円余という実績でございます。人数は、前期、後期とありまして、延べ人数で申し

上げますと、206名でございます。大体前期と後期、ほぼ同じ方がやっていますので、実人

員でいくと100名程度と見込んでおります。 

 それから、通常の減免、これは経済的な事情等を踏まえて減免するという制度がござい

ますが、通常の減免は、平成27年度で、およそ9,000万円という減免額になっております。 

 前年度の比較でございますけれども、通常分の前年度は8,900万円余ということで、若干

通常分はふえております。 

 それから、先ほど申し上げた震災分でございますが、平成26年度は6,259万円余というこ

とで、被災した学生数の関係で、これは若干減っております。 

 次に就職状況でございます。１月末現在の状況について、４年制大学で申し上げますと、

内定率が89.4％、今年度まだ途中経過でございますので、そういう状況です。うち県内は

43.2％ということでございます。昨年度は44.5％までいきまして、そこにはまだ到達して

おりませんが、途中経過ということでございます。 

 それから、就職説明会でございますけれども、県立大学でも地域に人材を輩出するとい
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う使命を持って取り組んでおりまして、さまざまな取り組みをしておりますけれども、具

体的には地元企業へ関係者が訪問して新しい就職先を開拓するとか、あるいは学生にイン

ターンシップを推進するとか、あとは県立大学のみではなく、岩手大学とか盛岡大学など

とも連携してインターンシップの取り組みをするといったようなことで、県内定着を図る

ように取り組んでおります。 

○斉藤信委員 就職説明会は、新聞報道以上に曖昧な話でした。百十何社でしたね、来ら

れたのは。これは、新しい試みになるのか、去年も同じぐらいの取り組みだったのか教え

てください。 

 あとは、まとめて聞いて終わります。195ページに入りまして、私立学校運営費補助、こ

れが926万円増額になっていますが、この増額の中身は何でしょうか。そして、私立学校運

営費補助は、高校生１人当たりにすると、東北６県の中でどういう水準になっているかを

示してください。 

 それと、私立高等学校等授業料等減免補助、これが487万円の減額ですが、授業料免除、

これの実績を示してください。そして、県立高校と違って私立高校の場合は、就学支援金

というのは全額出ませんね。恐らく学費の半分ですよね。そうすると、私立高校の場合に

は授業料を払わなくてはならないことになるのですけれども、全額免除されている高校生

がどのぐらいいるのか。約半分、丸々払っている高校生はどのぐらいいるのか。そのこと

を示していただきたい。そして、奨学のための給付金、いわゆる給付制奨学金、これも1,811

万円の減なのですが、私学の場合には、どのぐらいこの給付制の奨学金の対象になってい

るでしょうか、そのことを示してください。 

○千葉私学・情報公開課長 まず、第１点目の私立学校運営費補助の増額の理由でござい

ますけれども、これにつきましては、当初予算では、単価といたしまして、文科省の概算

要求の国庫補助単価プラス平成27年度の交付税単価を加えた単価で当初要求しておりまし

たけれども、その実績が固まったということで、平成28年度の国庫補助単価と平成28年度

の交付税単価を足すということで、単価がそれぞれ上がっております。そういった要因と、

あとは学生数が若干減っておりますので、その２点がございます。 

 その単価の状況でございますけれども、東北６県の比較をいたしますと、平成27年度の

当初単価、県単独を上乗せいたしますと、33万9,940円ということで、東北では３番目とい

うことになってございます。 

 次に、私立高等学校等授業料等減免補助の実績についてでございます。減免につきまし

ては、平成26年度で申し上げますと、全体で745名、金額でいいますと1,586万6,000円とな

っております。今般の補正で見込んでおりますのが、対象生徒数が417人、金額で1,165万

5,000円ということで見込んでおりまして、人数で328人の減、金額にいたしまして420万円

の減となってございます。 

 授業料が全額減免になっている人がいるかどうかでございますけれども、学校によって

授業料が異なっておりますので、授業料の安い高校でありますと、全額授業料が減免とい
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うケースもございますが、学校によってそれぞれ異なりますので、それについてはちょっ

と把握しかねている状況でございます。 

 次に、奨学のための給付金支給状況でございますけれども、対象者数につきましては、

平成26年度が460人で3,111万5,000円の実績でございます。これは、１年生のみが対象であ

ります。平成27年度につきましては、１年生、２年生が対象になるわけですけれども、822

人で、5,523万4,000円、差としては362人の2,511万9,000円の増ということになります。 

○髙橋但馬委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 ほかになければ、これをもって質疑を終結いたします。 

 これより討論に入ります。討論はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 討論なしと認め、討論を終結いたします。 

 これより採決いたします。 

 お諮りいたします。本案は原案を可とすることに御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 御異議なしと認めます。よって、本案は原案を可とすることに決定い

たしました。 

 以上をもって、総務部関係の議案の審査を終わります。 

 この際、何かありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○髙橋但馬委員長 なければ、これをもって総務部関係の審査を終わります。総務部の皆

様は御苦労さまでした。 

 以上で、本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれをもって散会いたします。 


